
 

 

第２回北広島市商工業振興審議会 
日 時 令和3年 3月 10日（水）14時 30分 

場 所 3階 会議室3Ｄ 

 

次  第 

１． 委嘱状の交付 

２． 市長挨拶 

３． 委員及び事務局の紹介 

４． 会長及び副会長の選出 

５． 諮問書の交付 

６． 会長挨拶 

７． 会議録署名委員の選出 

８． 議事 

  （1）審議 

   【議案第１号】次期計画策定について ４～７ページ 

  （2）報告 

   【報告第１号】新型コロナウイルス感染症関連事業実施状況について 

①新型コロナウイルス感染症に係る経済対策の実施状況について(資料は当日配付予定) 

②新型コロナウイルス感染症に関する事業者への影響について ９～12ページ 

③新型コロナウイルス感染症対策に係る北広島市の取組について 13～30ページ 

９. その他 

１０． 閉会 

 

【参考】 （1）北広島市商工業振興基本計画  31～62ページ 

（2）北広島市商工業振興基本条例  63～67ページ 
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３.委員及び事務局の紹介 

 
（１） 北広島市商工業振興審議会委員 

委員の種別 

 氏 名 職 業 等 

商工業者等又はこれに所属する者 

 

藤
とう

 山
やま

 康
やす

 雄
お

 

藤山建設株式会社 代表取締役社長 
有限会社シック 代表取締役 
北広島商工会 会長 

 

山
やま

 田
だ

 久
ひさ

 俊
とし

 
山田石油株式会社 代表取締役社長 
北広島商工会 副会長 

 

丹
たん

 野
の

   司
つかさ

 

北海道川崎建機株式会社 代表取締役社長 
日北自動車工業株式会社 代表取締役社長 
日北交通株式会社 代表取締役社長 
北広島市工業振興会 会長 

消費者団体に所属する者 

 
長
なが

 島
しま

 博
ひろ

 子
こ

 北広島消費者協会 会長 

学識経験を有する者 

 
河
かわ

 西
にし

 邦
くひ

 人
ひと

 札幌学院大学 学長 

公募に応募した者 

 
的
まと

 場
ば

 睦
ちか

 子
こ

 公募 

 
（２）北広島市商工業振興審議会事務局 

所 属 役 職 氏 名 

経 済 部 部 長 砂 金 和 英 

 農 政 課 課 長 遠 藤  智 

 観光振興課 課 長 山 田  基 

 商工業振興課 

課 長 林  睦 晃 

主 査 山 田  真 耶 

主 査 菊 地  和 良 

主 任 福 嶋  祥 子 

主 任 阿 部  悠 介 

北広島市 経済部 商工業振興課 

〒061-1192 北広島市中央４丁目２番地１ 

TEL 011-372-3311（内線4612）／FAX 011-372-0888 

E-mail shokogyo@city.kitahiroshima.lg.jp 
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４.会長及び副会長の選出 

 
  会 長             
  副会長             
 
７.会議録署名委員 
  
 
８.議事 
  

（1）審議 

 【議案第１号】次期計画策定について 

 

 

（2）報告 

【報告第１号】新型コロナウイルス感染症関連支援施策状況について 

①新型コロナウイルス感染症に係る経済対策の実施状況について 

 

 

②新型コロナウイルス感染症に関する事業者への影響について 

 

 

③新型コロナウイルス感染症対策に係る北広島市の取組 

  

 

９.その他 
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【議案第1号】次期計画策定について 

１.これまでの経過について 

平成20年度 北広島市商工業振興基本条例制定 

本市の商工業の振興に関する基本的事項を定め、商工業者等の経営基盤の強化を図ると

ともに、市民生活の向上、経済の活性化、活力のある地域社会の実現を目指し「商工業振

興基本条例」を制定。 

 

平成23年度 北広島市商工業振興基本計画 

効果的で実行性のある商工業振興の推進のため「商工業振興基本計画」を策定、事業実施。 

 

平成28年度 北広島市商工業振興基本計画見直し 

少子高齢化の加速化や人口減少社会の到来などの社会情勢の変化に伴う市総合計画の改

定に基づき、中間見直しを行い改訂版のとおり更新。 

 

平成30年度～施策の実施状況や政策評価等の報告審議（平成29年度実施事業分から毎年） 

 

令和 2年度 北広島市商工業振興基本計画一部修正 

計画期間平成23年度～令和2年度の終了年度を令和3年度に修正し1年延長。 
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２.次期計画策定について 

（1）市内商工業の現況整理（4月） 

生産額、事業所数、従業員数、開業/廃業の動向等のデータ整理 

（2）上位計画の位置づけ（4月） 

総合計画※1や総合戦略※2等における位置づけ、関連施策の確認 

（3）国・北海道等の動向（4月） 

国や北海道の商工業振興、中小企業・小規模事業施策、商工会の各種計画との整合 

（4）現計画のまとめ（5月） 

現計画に位置づく施策の進捗、課題整理 

（5）事業者実態把握（7～8月） 

市内事業者へのアンケート調査（現施策への評価、課題、ニーズ等） 

（6）市民実態把握（4月） 

市民（消費者）の実態把握（市民意識調査の活用等） 

（7）上記を踏まえ、導き出した取組むべき方向性から基本目標及び施策案の作成（9月） 

 

（8）商工業振興審議会による審議・答申（5月、9月、10月、11月） 

 

（9）パブリックコメント（12月） 

 

（10）  策定（令和4年 2月） 
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 ※1 北広島市総合計画（第6次） 

 

 

＜施策体系＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工業振興は、北広島市総合計画（第6次）（以降、総合計画と記載する。）の基本目標５に 

掲げる「『活気みなぎる産業と交流のまち』～力強い産業活動が展開され、働く人々が充実し、

多くの人々が笑顔で交流し合うまち～」づくりの役割の一部を担い、推進します。 
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※2 第 2期北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略 案 

 

 

＜全体像＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 商工業振興は、北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以降、総合戦略と記載する。）の

基本目標４に掲げる「『挑戦』～創業と雇用を促進し、 安心して働けるまちをつくる～」の一部

を担い、推進します。 
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50％以下 51％～80％ 81％～99％ 100％以上

35 57.1% 8.6% 25.7% 8.6%

32 21.9% 34.4% 37.5% 6.3%

16 37.5% 18.8% 43.8% 0.0%

26 46.2% 26.9% 26.9% 0.0%

2 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%

7 14.3% 0.0% 57.1% 28.6%

2 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 75.0% 25.0% 0.0% 0.0%

4 50.0% 25.0% 25.0% 0.0%

21 9.5% 47.6% 28.6% 14.3%

19 47.4% 21.1% 31.6% 0.0%

11 45.5% 18.2% 18.2% 18.2%

179 38.5% 24.0% 30.2% 7.3%

その他

全体

売上前年比

【影響調査】業種別売上状況（最も減少した月の売上）

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス
業・娯楽業

医療・福祉

サービス業

製造業

運輸業・郵便業

卸売・小売業

金融業・保険業

不動産業・
物品賃貸業

業種 回答数

建設業

新型コロナウイルス感染症に関する事業者への影響について 

 

１ 市内事業者の影響調査等の実施について                      

市内事業者の売上状況や各種支援策の活用状況について、実態把握のため調査を実施。 

 

（１）市内事業者影響調査（12～1月）：対象事業者 400 件のうち 206 件が回答（回答率 51.5％） 

業種別・規模別の「売上減少率（月別）、活用した支援策、今後希望する支援策」など 

（建設業 37件 製造業 35 件 卸売・小売業 30件 医療・福祉 27件 サービス業 23件 運輸業・郵便業 17件など） 

（２）飲食店等聞き取り調査（1月）：対象事業者 105 件のうち 83 件が回答（回答率 79.0％） 

売上減少率（年間、年末年始 11～1月）、活用した支援策、今後希望する支援策など 

（市の休業協力支援金対象事業者 148 件のうち食事提供施設に該当する 105 件を対象） 

（３）観光事業者聞き取り調査（1月）：10事業者に売上減少率などを聞き取り 

（貸切バス 3件 タクシー2件 ホテル 2件 温浴施設 3件など） 

 

２ 市内事業者の経営実態等について                         

  各種調査の結果を踏まえ、市内事業者全体の状況について下記のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【影響調査結果】R2.3～R2.11の月別売上前年比（前年同月を100とした場合）

売上前年比 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

100％以上 32.9% 26.6% 21.8% 35.1% 34.3% 33.3% 27.6% 34.1% 26.3%

81～99％ 37.6% 38.2% 32.8% 36.8% 34.9% 39.1% 43.7% 38.6% 38.3%

51～80％ 16.5% 17.9% 23.6% 17.8% 17.1% 14.9% 17.2% 14.8% 20.0%

50％以下 12.9% 17.3% 21.8% 10.3% 13.7% 12.6% 11.5% 12.5% 15.4%

計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

 

・全体における昨年 3～11 月の月別の売上前年比では、「81～99％（1～19％の売上減少）」が
9か月間を通じて最も多かった。 

・最も減少した月の売上前年比は、「50％以下」が 38.5％と多く、特に宿泊業、飲食サービス業、
建設業での割合が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9



 

 

回答 実数 割合

感染防止策への支援 75 36.4%

雇用維持への支援 48 23.3%

各種支援策の情報提供 39 18.9%

金融支援 38 18.4%

消費喚起への支援 25 12.1%

新商品開発・設備投資・販路拡大への支援 25 12.1%

観光客の誘致 15 7.3%

在宅勤務の導入支援 14 6.8%

家賃支援 14 6.8%

その他 12 5.8%

回答数計 305 -

回答者数計 206 -

今後にむけて必要と考える支援策（複数回答可）今後にむけて心配や検討していること（複数回答可）

回答 実数 割合

事業の縮小 32 15.5%

資金確保が困難 25 12.1%

新規事業の検討 19 9.2%

人員の削減 15 7.3%

事業の廃業 10 4.9%

その他 27 13.1%

回答数計 128 -

回答者数計 206 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 飲食店等聞き取り調査について                           

  市の休業協力支援金対象事業者 148 件のうち食事提供施設に該当する 105 件を対象に聞き取り 

調査を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【飲食店等調査】過去1年間で最も減少した月の売上

50％以下 51％～80％ 81％以上

①スナック 4 100.0% 0.0% 0.0%

②バー 1 100.0% 0.0% 0.0%

③飲食店 29 89.7% 10.3% 0.0%

④喫茶店 6 100.0% 0.0% 0.0%

⑤居酒屋 12 100.0% 0.0% 0.0%

⑥料理店 1 100.0% 0.0% 0.0%

⑦和・洋菓子店 2 0.0% 100.0% 0.0%

回答数計 55 90.9% 9.1% 0.0%

業種 回答数
売上前年比

 

【飲食店等調査】R2.11～R3.1の月別売上前年比（前年同月を100とした場合）

実数 割合 実数 割合 実数 割合

①100％以上 5 16.1% 5 12.8% 2 6.1%

②81～99％ 1 3.2% 1 2.6% 3 9.1%

③51～80％ 9 29.0% 13 33.3% 8 24.2%

④0～50％ 16 51.6% 20 51.3% 20 60.6%

回答数計 31 100.0% 39 100.0% 33 100.0%

1月
回答

11月 12月

 

 

・飲食店等は、過去 1年間で「売上前年比 50％以下」となった月があるという事業者が
9割を超える結果となった。 

・年末年始においても「売上前年比 50％以下」となった事業者が 5割を超え、厳しい状況
は変わらない結果となった。 

・今後は「事業縮小」15.5％や「資金確保」12.1％を心配する事業者が多く、必要と考える支援
は、「感染防止策への支援」36.4％が最も多く、次に「雇用維持への支援」23.3％が多かった。 
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４ 観光事業者聞き取り調査について                         

  市内の 10観光事業者に対して聞き取り調査を実施。 

 

（１）温泉施設については、「売上前年比 78％、80％、100％（3件）」と回復傾向が見受けられる

が、キタヒロトレジャーが 1月 15日で終了したことから、今後、減少すると予想する施設も

あった。 

 

（２）宿泊業については、「売上前年比 50％以下」の割合が 100％（2件）となっており、「国の持

続化給付金」、「国の家賃支援給付金」の活用が各 100％（2 件）となっており、「国の雇用調

整助成金」の活用も 50％（1件）となっている。主な宿泊者は道内ビジネス客となっており、

Go To キャンペーンの一時停止と緊急事態宣言による影響が大きいとの意見があった。 

 

（３）観光バスについては、「売上前年比 10％、20～30％、10％（3 件）」となっており、宿泊業

者と同様に、Go To キャンペーンの一時停止による影響が大きいとの意見があった。 

 

（４）タクシーについては、「売上前年比 60％（2 件）」となっており、特に夜の売上の減少が大

きいとの意見があった。 

 

また、冬期間開業している観光施設（2か所）については、主に訪日外国人観光客の減少を 

理由として休業している。  

今後希望する支援策（複数回答可）

回答 実数 割合

①感染防止策への支援 17 20.5%

②雇用維持への支援 3 3.6%

③各種支援策の情報提供 9 10.8%

④金融支援 41 49.4%

⑤その他 11 13.3%

回答数計 81 -

回答者数計 83 -

 

 

これまでに活用した支援策（複数回答可）

回答 実数 割合

①国の持続化給付金 67 80.7%

②国の家賃支援給付金 30 36.1%

③国の雇用調整助成金 7 8.4%

④国・道・民間等の融資 21 25.3%

⑤その他 12 14.5%

回答数計 137 -

回答者数計 83 -

 

 

・全体の 80.7％が「国の持続化給付金」を活用しており、次に「国の家賃支援給付金」
36.1％であった。 

・今後希望する支援は、「金融支援」が 49.4％と最も多く、次に「感染防止策への支援」
20.5％であった。 
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５ 市内事業者の経営実態等について（詳細版）                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・業種別における昨年 3～11 月の月別の売上前年比は上記のとおりであり、前年比 100%以上の
売上となった事業者もあった。 

【影響調査結果】R2.3～R2.11の月別売上前年比（前年同月を100とした場合）＜業種別＞

業種 売上前年比 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

100％以上 44.1% 38.2% 23.5% 38.2% 34.3% 50.0% 35.3% 38.2% 26.5%

81～99％ 26.5% 29.4% 32.4% 29.4% 37.1% 32.4% 35.3% 32.4% 26.5%

51～80％ 14.7% 11.8% 26.5% 23.5% 8.6% 5.9% 14.7% 11.8% 23.5%

50％以下 14.7% 20.6% 17.6% 8.8% 20.0% 11.8% 14.7% 17.6% 23.5%

35 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 29.0% 25.8% 16.1% 28.1% 34.4% 28.1% 31.3% 31.3% 31.3%

81～99％ 54.8% 51.6% 51.6% 59.4% 46.9% 43.8% 46.9% 43.8% 43.8%

51～80％ 12.9% 16.1% 25.8% 9.4% 12.5% 18.8% 12.5% 21.9% 15.6%

50％以下 3.2% 6.5% 6.5% 3.1% 6.3% 9.4% 9.4% 3.1% 9.4%

32 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 18.8% 18.8% 18.8% 25.0% 25.0% 18.8% 31.3% 35.3% 13.3%

81～99％ 50.0% 50.0% 37.5% 56.3% 37.5% 50.0% 37.5% 47.1% 53.3%

51～80％ 12.5% 18.8% 6.3% 6.3% 25.0% 18.8% 18.8% 11.8% 26.7%

50％以下 18.8% 12.5% 37.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 5.9% 6.7%

17 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 29.2% 24.0% 28.0% 42.3% 40.0% 36.0% 20.0% 28.0% 28.0%

81～99％ 20.8% 28.0% 20.0% 23.1% 20.0% 28.0% 36.0% 44.0% 28.0%

51～80％ 33.3% 20.0% 20.0% 23.1% 32.0% 28.0% 40.0% 24.0% 32.0%

50％以下 16.7% 28.0% 32.0% 11.5% 8.0% 8.0% 4.0% 4.0% 12.0%

26 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0%

81～99％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

51～80％ 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

50％以下 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 66.7% 42.9% 57.1% 57.1% 71.4% 71.4% 42.9% 42.9% 42.9%

81～99％ 33.3% 57.1% 42.9% 42.9% 28.6% 28.6% 57.1% 42.9% 42.9%

51～80％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3%

50％以下 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0%

7 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

81～99％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0%

51～80％ 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0%

50％以下 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

2 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

81～99％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 66.7% 66.7% 50.0% 25.0%

51～80％ 100.0% 66.7% 33.3% 100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 25.0%

50％以下 0.0% 33.3% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0%

4 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 75.0% 25.0% 25.0% 50.0% 25.0% 50.0% 25.0% 75.0% 0.0%

81～99％ 0.0% 50.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 50.0%

51～80％ 0.0% 0.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 0.0% 25.0%

50％以下 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 50.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%

4 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 23.8% 23.8% 14.3% 20.0% 19.0% 23.8% 23.8% 33.3% 19.0%

81～99％ 57.1% 42.9% 42.9% 55.0% 61.9% 66.7% 61.9% 52.4% 52.4%

51～80％ 9.5% 23.8% 33.3% 15.0% 9.5% 0.0% 4.8% 4.8% 19.0%

50％以下 9.5% 9.5% 9.5% 10.0% 9.5% 9.5% 9.5% 9.5% 9.5%

21 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 29.4% 16.7% 16.7% 50.0% 44.4% 22.2% 22.2% 27.8% 26.3%

81～99％ 52.9% 38.9% 22.2% 22.2% 16.7% 33.3% 50.0% 33.3% 47.4%

51～80％ 5.9% 27.8% 22.2% 16.7% 27.8% 22.2% 16.7% 16.7% 5.3%

50％以下 11.8% 16.7% 38.9% 11.1% 11.1% 22.2% 11.1% 22.2% 21.1%

19 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 30.0% 20.0% 27.3% 30.0% 30.0% 20.0% 20.0% 40.0% 40.0%

81～99％ 20.0% 30.0% 18.2% 20.0% 20.0% 40.0% 30.0% 10.0% 20.0%

51～80％ 20.0% 10.0% 27.3% 20.0% 20.0% 10.0% 20.0% 20.0% 10.0%

50％以下 30.0% 40.0% 27.3% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%

11 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100％以上 32.9% 26.6% 21.8% 35.1% 34.3% 33.3% 27.6% 34.1% 26.3%

81～99％ 37.6% 38.2% 32.8% 36.8% 34.9% 39.1% 43.7% 38.6% 38.3%

51～80％ 16.5% 17.9% 23.6% 17.8% 17.1% 14.9% 17.2% 14.8% 20.0%

50％以下 12.9% 17.3% 21.8% 10.3% 13.7% 12.6% 11.5% 12.5% 15.4%

176 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

建設業

製造業

運輸業・郵便業

卸売・小売業

金融業・保険業

不動産業・
物品賃貸業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービ
ス業・娯楽業

医療・福祉

サービス業

その他

計
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⑩
■住民集会所の維持管理団体への
　感染症対策支援金
　(1団体3万円、約50団体)

⑪
■飛沫防止パネルの購入
　(庁舎内の各種会議等で利用)

⑫
　子育て支援施設等の感染症対策
　(保育所などの消毒物品、サーマルカメラほか)

感染症の長期化対策

⑤
　介護施設における簡易陰圧装置の
　設置に係る補助　(1事業者分)

⑥
　子育て支援施設等の感染症対策
　(保育所などの感染症対策物品)

⑦
　子ども発達支援センターの感染症対策
　(感染症対策物品)

⑧
■小中学校の感染症対策
　(特別教室への網戸設置)

⑨
■児童生徒用のパソコン導入に係る
　教諭への研修や導入支援

⑩
■特別支援教育に係る人件費の補正
　(38名×6日分程度)

①
■中小企業者への支援金
　(融資利子・保証料の支援)

②
■市内事業者への事業継続支援金
　(売上減少幅30%以上ほか：1事業者15万円)

③
■市内事業者への感染症対策支援金
　(売上減少幅10%以上：1事業者3万円)

④
■小中学校の感染症対策
　(感染症対策物品)

ステップ1～8合計

7,746,629 千円

⑪ ■市ホームページの情報発信機能の強化
　(多言語対応強化など)

⑭
■消防庁舎の感染症対策
　(換気機能向上など)

⑫

⑬

■総合体育館用のサーマルカメラ購入
　(2台)

■クリーンセンターの感染症対策
　(換気機能向上など)

■総合体育館及び市民プールへの
　網戸設置ほか

ステップ８(予定)

【Ｒ3.3.18補正予算】143,788千円

感染症の長期化対策

⑥
■市職員用ノートパソコンの購入ほか
　(ノートPC、無線LANアクセスポイント増設)

⑦ ■給食調理場の感染症対策
　(換気機能・衛生環境の向上など)

ステップ７

【Ｒ3.1.26補正予算】338,286千円

感染症の長期化対策

① 　ワクチン接種体制の構築

■児童生徒用のパソコン導入ほか
　(小学5年生～中学3年生：1人1台)

　(小学1～4年生：3～4人で1台)

■就学援助世帯への臨時休業分に
　係る給食費相当額の給付
　(約650世帯)

　生活困窮者自立支援事業
　(■学習支援のタブレット導入)

　(住居確保給付金の追加補正)

■プレミアム付商品券の発行
　(事業規模：5億2千万円)

■観光施設版プレミアム付チケットの発行
　(事業規模：5千万円)

■中小企業者の家賃支援
 　(1事業者20～30万円が上限)

②

①
　ひとり親への臨時特別給付金
　《1世帯5万円＋第2子以降3万円ほか》

②
　子育て支援施設等の感染症対策
　(産後ケア事業等に係る感染症対策物品)

③
　子ども発達支援センターの感染症対策
　(感染症対策物品)

④
■児童生徒用のパソコン導入に係る
　通信環境の整備　(ネットワーク構築)

③

④

①
■インフルエンザに係る予防接種費用の補助
　(補助対象者として、小中学生、高校生、妊婦、身体障
がい者を拡大)

■新生児に係る臨時定額給付金
　(R2.5.26～R3.4.1に生まれた新生児に10万円)

■児童福祉施設等の従事者に対する慰労金
　(1人5万円)

■テレワーク場所の確保
　(36室) (R2.10月～12月)

⑤ ■コミュニティ施設等の感染症対策
　(地区住民センターなどの扇風機ほか)

ステップ３

ステップ４
【Ｒ2.7.21補正予算】

625,256千円

回復に向けた取組

ステップ５
【Ｒ2.9.23補正予算】①  　： 44,137千円
【Ｒ2.10.1補正予算】②～⑭：147,766千円

ステップ６
【Ｒ2.12.10補正予算】①　　：43,300千円
【Ｒ2.12.18補正予算】②～⑦：83,667千円

①

②

③

④

⑤

⑥

　ＰＣＲ検査センターの設置

　ひとり親への臨時特別給付金

　(1世帯5万円＋第2子以降3万円ほか)

　子育て支援施設等の感染症対策
　(保育所などの消毒物品、空気清浄機ほか)

■小中学校の感染症対策
　(児童生徒用の飛沫防止ガード及びフェイスシー
ルド、扇風機、普通教室への網戸設置ほか)

■文化施設の感染症対策
　(サーマルカメラ、図書消毒機ほか)

⑦

⑧

⑨

感染症の長期化対策

⑤

新型コロナウイルス感染症対策に係る北広島市の取組

緊急支援

【Ｒ2.5.1補正予算】
6,026,001千円

ステップ１

①

②

③

④

⑤

更なる緊急支援

【Ｒ2.6.5補正予算】
161,233千円

ステップ２

①

②

③

■新生児に係る臨時定額給付金

　(Ｒ2.4.28～Ｒ2.5.25に生まれた新生児に10万円)

■休業協力支援金の追加
　(1事業者5万円)

■小規模事業者への臨時支援金
　(売上減少幅20～50％未満：1事業者10万円)

■飲食店のプレミアム付きチケット販売支援
　(事業規模1,200万円)

■テレワーク場所の確保
　(36室)(Ｒ2.6月～8月)

■市外在住の本市出身学生へ、
　ふるさと納税返礼品の送付 (約900名分)

■医療、福祉事業所等への臨時支援金
　(1事業者10～30万円)

感染症の長期化対策

【Ｒ2.6.26補正予算】
133,195千円

①

②

※■は、地方創生臨時交付金(地方単独事業及び国庫補助事業の地方負担分）
　を活用した事業

■休業協力支援金

　(1事業者10～20万円)

　中小企業者等融資事業の拡大

　(融資限度額等の拡大)

　特別定額給付金

　(1人10万円)

　子育て世帯臨時特別給付金

　(児童1人につき1万円)

　生活困窮者に対する住居確保に
　係る給付金

　(単身世帯で月3万円上限ほか)

⑥

④

⑩

■ひとり親への臨時給付金
　《(親＋子)×1万円》

■小中学校へのスクールサポーター派遣
　(学習支援員、心の教室相談員ほか)

■会計年度任用職員による緊急雇用
　(5名)

■防災備蓄、消防資機材、庁舎感染
　予防対策など

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

■小規模事業者への臨時支援金
　(売上減少幅20％未満：1事業者5万円)

■地域公共交通事業者への支援金
　(1事業者10～30万円ほか)
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新型コロナウイルス感染症対策に係る北広島市の取組概要 

 

【ステップ 1】 令和 2 年 5 月 1 日（第 1 回臨時会）議決                         

                      【補正予算額6,026,001千円】 

 

① 休業協力支援金支給事業（市独自事業）     事業費：40,018 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、北海道の休業要請等に

対応し、店舗の休業や営業時間の短縮、感染リスクを低減する自主的な取組

を行う事業者に支援金を支給します。 

 

 対象 
北広島市の 

給付額 

(1) 

・北海道知事が休止を要請する施設を営む法人  

・北海道知事が特措法によらない協力依頼を行う施設

を営む法人 

給付対象外 

(2) 

・北海道知事が休止を要請する施設を営む個人事業主 

・北海道知事が特措法によらない協力依頼を行う施設

を営む個人事業主  

10 万円※1 

(3) 
・（従来から 19 時以降の）酒類の提供がある飲食店で、

19 時以降の酒類の提供を取り止めた事業者 
20 万円※1 

(4) 
・酒類の提供がない飲食店で、営業の休止、営業時間

の短縮など感染症防止策を実施した事業者 
20 万円※1 

※1 市内事業者が複数店舗を経営している場合、全ての店舗において営業の休止、

営業時間の短縮など感染症防止策を実施した事業者に 10 万円を追加給付します。 

 

 

② 中小企業者等融資事業（市独自事業）      事業費：10,000 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

新型コロナウイルス感染症により売上減少等の影響を受けている事業者

の事業継続への支援を行うため、既存の融資限度額 3,000 万円を 4,500 万円

へ拡大するとともに、新たに据置期間を設定し、利子の一部及び信用保証料

の全額を補給することで資金調達を支援します。 

 

 

③ 特別定額給付金給付事業           事業費：5,894,429 千円 

 (経済部 臨時給付金担当参事) 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に留意しつつ、簡素な仕組みで迅 

速かつ的確に家計への支援を行うため、1人につき 10 万円を給付します。 

 

(令和 3 年 3月 18 日現在) 
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④ 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業     事業費：77,342 千円 

 (子育て支援部 子ども家庭課) 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯を支援するた

め、児童手当を受給する世帯に対し、対象児童 1人につき 1 万円を給付しま

す。 

 

 

⑤ 生活困窮者自立支援事業             事業費：4,212 千円 

 (保健福祉部 福祉課) 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、休業等に伴う収

入減少などにより、住居を失うおそれが生じている方に対し、住居確保給付

金を支給します。 
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【ステップ 2】 令和 2 年 6 月 5 日（第 2 回定例会初日）議決                                  

                       【補正予算額161,233千円】 

 

① 休業協力支援金支給事業（市独自事業）     事業費：10,034 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

ステップ 1 の休業協力支援金の支給対象となっており、かつ、5 月 19 日

から北海道の休業要請等終了日の全ての期間についても、感染拡大防止の取

組を実施した事業者に対し、休業協力支援金 5 万円を追加で支給します。 

 

 

② 小規模事業者臨時支援金支給事業（市独自事業） 事業費：40,034 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

休業協力支援金の対象外であって、かつ、売上減少率が 20％以上 50％未

満の事業者に対し、10 万円を支給します。 

 

 

③ 飲食店等事業者応援事業（市独自事業）      事業費：1,030 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

新型コロナウイルス感染症の影響で売上げが急減している飲食店等を支

援するため、プレミアム付飲食チケット「キタヒロミライミール」を発行す

るキタヒロミライ実行委員会の取組を支援します。 

 

 

④ 北広島市テレワーク等利用環境整備促進事業（市独自事業） 

事業費：3,700 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、市内宿泊施設の客室

を市が借り上げ、民間事業者等のテレワーク場所として提供し、多様な働き

方を支援します(実施期間：6/8～8/7)。 

 

⑤ きたひろを感じる学生応援便お届け事業（市独自事業） 

事業費：7,030 千円 

 (企画財政部 企画課) 

新型コロナウィルス感染症の影響により帰省を自粛している本市出身で

市外に居住する大学生等に対し、北広島市のふるさと納税返礼品を送付する

ことで、ふるさとへの郷土愛を育むとともに、市内事業者を支援します。 
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⑥ 福祉施設等臨時支援金支給事業（市独自事業）   事業費：26,784 千円 

(保健福祉部 高齢者支援課ほか) 

新型コロナウイルス感染症の感染リスクにさらされながらも、市民の生活

を支えるため、休むことなく開設している医療、介護、障がい、保育施設な

どの運営法人に対し、事業種別・事業所数等に応じて支援金を支給します。 

 

 

⑦ ひとり親世帯臨時給付金給付事業（市独自事業） 事業費：14,227 千円 

(子育て支援部 子ども家庭課) 

新型コロナウイルス感染症により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひ

とり親世帯に特に大きな影響が生じていることを踏まえ、児童扶養手当を受

給する世帯に対し、親及び対象児童 1人につき 1 万円を給付します。 

 

 

⑧ スクールサポーター派遣事業（市独自事業）   事業費：23,612 千円 

 (教育部 学校教育課) 

小中学校の臨時休業による未指導分の学習補充、生活リズムの乱れや心に

不安を抱える児童生徒等をケアする相談体制の確保等、登校再開後の児童生

徒への学習指導や教職員を支援するため、スクールサポーター（学校支援員、

校務支援員、心の教室相談員、スクールカウンセラー）を配置します。 

 

 

⑨ 緊急雇用創出事業（市独自事業）        事業費：14,361 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

新型コロナウイルス感染症の影響による雇用情勢の急激な悪化を受け、解

雇や雇止め、採用内定を取り消された方などを対象に、緊急的な雇用対策と

して会計年度任用職員の任用により就業機会の創出を図ります。 

 

 

⑩ 新型コロナウイルス感染症感染予防対策事業（市独自事業） 

 事業費：20,421 千円 

 (総務部 総務課、危機管理室、消防本部ほか) 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、市有施設等における衛

生管理や感染予防に係る消耗品等を購入します。 
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【ステップ 3】 令和 2 年 6 月 26 日（第 2 回定例会最終日）議決                         

                       【補正予算額133,195千円】 

 

① ＰＣＲ検査センター設置事業（市独自事業）   事業費：29,181 千円 

 (保健福祉部 健康推進課) 

市内医療提供体制の維持及び保健所の負担の軽減を図り、市民の安全・安

心な日常生活の提供を目的として、北広島医師会と連携し、ＰＣＲ検査の検

体採取に特化したＰＣＲ検査センターを設置します。 

 

 

② ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業      事業費：49,301 千円 

(子育て支援部 子ども家庭課) 

ひとり親世帯の生活を支援するため、1世帯あたり 5 万円及び第 2子以降

1人につき 3 万円を給付します。 

 

 

③ 新生児臨時定額給付金給付事業（市独自事業）   事業費：3,006 千円 

(企画財政部 企画課) 

令和 2年 4月 28日(国の特別定額給付金基準日の翌日)から同年5月 25日

(緊急事態宣言解除日)までの間に生まれた子を対象として、10 万円を給付

します。 

 

 

④ 子育て支援施設等感染症対策事業        事業費：18,644 千円 

 (保健福祉部 健康推進課、子育て支援部 子ども家庭課ほか) 

保育園、幼稚園などの子育て支援施設等における感染症対策に係る物品等

(扇風機、空気清浄機、マスク、フェイスシールド、消毒液ほか)を購入（民

間施設には補助金交付）します。 

 

 

⑤ 小中学校感染症対策事業（市独自事業）     事業費：30,000 千円 

 (教育部 教育総務課) 

小中学校における感染症対策に係る物品等(扇風機、サーマルカメラ、飛

沫防止ガード等)の購入や網戸の整備等を行います。 

 

 

⑥ 文化施設感染症対策事業（市独自事業）      事業費：3,063 千円 

 (教育部 文化課) 

芸術文化ホール及び図書館における感染症対策に係る物品等(サーマルカ

メラ、図書消毒機、消毒液等)を購入します。 
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【ステップ 4】 令和 2 年 7 月 21 日（第 2 回臨時会）議決                         

                       【補正予算額625,256千円】 

 

① プレミアム付商品券発行事業（市独自事業）   事業費：132,000 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている地域経済の活性化を図る

ため、プレミアム付商品券を発行する北広島商工会の取組を支援します。 

   販売額：1冊 1万円、券面額：1万 3,000 円 

販売総額：4億円、券面総額：5億 2,000 万円(4 万冊発行) 

 

② 都市型観光回復事業（市独自事業）       事業費：32,500 千円 

(経済部 観光振興課) 

新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が激減している宿泊施設

や温浴施設、ゴルフ場の需要を促すため、観光施設版のプレミアム付チケッ

トを発行する北広島観光協会の取組を支援します。 

販売額：1冊 5,000 円、券面額：1万円 

販売総額：2,500 万円、券面総額：5,000 万円(5,000 冊発行) 

 

 

③ 中小企業者等家賃支援事業（市独自事業）    事業費：40,021 千円 

(経済部 商工業振興課) 

国の家賃支援給付金の対象外であって、かつ、売上減少率が 20％以上 50％

未満の事業者に対し、家賃相当額の 1/3 の額を 6 か月分(上限 20 万円)支給

します。 

 

 

④ 小規模事業者臨時支援金支給事業（市独自事業） 事業費：17,550 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

休業協力支援金の対象外であって、かつ、売上減少率が 20％未満の事業者

に対し、5 万円を支給します。 
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⑤ 地域公共交通事業者感染症対策事業（市独自事業）事業費：39,012 千円 

 (企画財政部 企画課) 

一般旅客自動車運送事業者(路線バス、観光バス、タクシー、福祉タクシ

ー事業者等)が実施する感染症対策への支援として、法人事業者には登録車

両台数により 10 万円～30 万円、個人事業者には 10 万円を支給します。 

   また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止しながら、市民生活に

欠かすことのできないバス路線の維持を図ることを目的として、市内完結

路線(さんぽまち・東部線)を運行するバス事業者に対し、感染拡大防止に寄

与する運行に係る費用の一部を支援します(上限 3,000 万円)。 

 

⑥ 学校ＩＣＴ環境整備事業（市独自事業）      事業費：322,527 千円 

(教育部 教育総務課) 

臨時休業等の緊急時における学びの環境や 3密(密閉・密集・密接)対策と

しての少人数指導の環境を整備するとともに、ＩＣＴ活用による児童生徒の

資質・能力向上に資する環境を構築し、ＧＩＧＡスクール構想を推進します。 

 

 

⑦ 準要保護世帯昼食費支援事業（市独自事業）   事業費：12,307 千円 

(教育部 学校教育課) 

就学援助対象の児童生徒等の保護者に対し、小中学校の臨時休業期間に係

る給食費相当額を自宅での昼食費として支給します。 

 

 

⑧ 生活困窮者自立支援事業             事業費：3,374 千円 

 (保健福祉部 福祉課) 

中学生を対象とした学習支援事業において、非対面方式の学習環境を整備

するため、タブレット端末を購入します。 

また、ステップ 1の住居確保給付金について、対象者の増加が見込まれる

ことから予算を増額します。 

 

 

⑨ 社会教育施設等感染症対策事業（市独自事業）  事業費：3,377 千円 

 (教育部 社会教育課、文化課) 

社会教育施設等(総合体育館、市民プールほか)における感染症対策に係る

物品等(空間除菌脱臭機ほか)の購入や網戸・換気扇の整備等を行います。 
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⑩ コミュニティ施設整備事業（市独自事業）     事業費：1,500 千円 

 (市民環境部 市民課) 

自治会町内会等の活動拠点である住民集会所の維持管理を行う団体に対

し、今後のコミュニティ活動を支援するため、感染症拡大防止対策として、

1団体あたり 3 万円の支援金を支給します。 

 

 

⑪ 新型コロナウイルス感染症感染予防対策事業（市独自事業） 

 事業費：988 千円 

 (総務部 総務課) 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、市役所庁舎におけ

る各種会議等において使用する飛沫防止パネルを購入します。 

 

 

⑫ 子育て支援施設等感染症対策事業        事業費：20,100 千円 

 (保健福祉部 健康推進課、子育て支援部 子ども家庭課ほか) 

保育園、幼稚園などの子育て支援施設等における感染症対策に係る物品等

(サーマルカメラ、空気清浄機、アクリル板、体温計、マスクほか)を購入（民

間施設には補助金交付）します。 
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【ステップ 5】 令和 2 年 9 月 23 日、10 月 1 日（第 3 回定例会）議決                         

                       【補正予算額191,903千円】 

 

① インフルエンザ予防接種推進事業（市独自事業） 事業費：44,137 千円 

(保健福祉部 健康推進課) 

   新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流行を防止すること

を目的とし、インフルエンザ予防接種を推奨するため、小中高生、妊婦、特

定の障がいのある方を対象として、接種費用の一部を助成します。 

 

 

② 新生児臨時定額給付金給付事業（市独自事業）   事業費：30,093 千円 

 (企画財政部 企画課) 

令和 2 年 5 月 26 日(緊急事態宣言解除日の翌日)から令和 3 年 4 月 1 日ま

での間に生まれた子を対象として、10 万円を給付します(ステップ 3－③の

対象を拡大)。 

 

 

③ 児童福祉施設等従事者慰労金給付事業（市独自事業） 

事業費：38,000 千円 

 (子育て支援部 子ども家庭課) 

緊急事態宣言中においても、市民生活を支えるため、児童の保育等を継続

的に担っていただいた市内の保育所、認定こども園、預かり保育を実施する

幼稚園、学童クラブ等の施設に従事する職員に対し、慰労金 5 万円を給付し

ます。 

 

 

④ 北広島市テレワーク等利用環境整備促進事業（市独自事業） 

事業費：8,740 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

   市内宿泊施設の客室を市が借り上げ、民間事業者等のテレワーク場所と

して提供し、多様な働き方を支援します。 

 

 

⑤ 公的介護施設等整備支援事業            事業費：3,533 千円 

 (保健福祉部 高齢者支援課) 

   介護施設における感染拡大防止を図るため、簡易陰圧装置・換気設備の設

置に要する経費を支援します。 
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⑥ 子育て支援施設等感染症対策事業         事業費：9,000 千円 

   (子育て支援部 子ども家庭課) 

保育園や認定こども園などで実施する延長保育などの補助対象事業に要

する感染症対策物品等を購入(民間施設には補助金交付)します。 

 

 

⑦ 子ども発達支援センター事業            事業費：580 千円 

(子育て支援部 子ども発達支援センター) 

子ども発達支援センター事業に要する感染症対策物品等(飛沫防止パネル、

オンライン相談用のパソコン及びカメラなど)を購入します。 

 

 

⑧ 小中学校感染症対策事業（市独自事業）     事業費：10,099 千円 

 (教育部 教育総務課) 

小中学校における感染症対策として、特別教室(音楽室、理科室、保健室、

職員室等)に網戸を設置します(普通教室は、ステップ 3で実施)。 

 

 

⑨ 学校ＩＣＴ環境整備事業            事業費：27,500 千円 

 (教育部 教育総務課) 

ＧＩＧＡスクール構想の円滑な推進を図るため、児童生徒用のノートパソ

コン導入に係る初期設定や教職員への研修などの支援を行います。 

 

 

⑩ 特別支援教育推進事業（市独自事業）       事業費：1,526 千円 

 (教育部 学校教育課) 

小中学校の夏季休業期間の変更や土曜授業等の実施により、勤務日数が増

加する会計年度任用職員(特別支援学級介助員、特別支援教育支援員)に係る

人件費を増額します。 

 

 

⑪ ホームページ情報発信強化事業（市独自事業）   事業費：1,583 千円 

(企画財政部 政策広報課) 

市ホームページの多言語対応強化やルビ(ふりがな)対応を行うことによ

り、感染症対策等に係る情報発信機能を強化します。 
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⑫ 社会教育施設等感染症対策事業（市独自事業）    事業費：482 千円 

(教育部 社会教育課) 

   スポーツ大会等で不特定多数の来場が見込まれる総合体育館における感

染症対策物品(サーマルカメラ)を購入します。 

 

 

⑬ クリーンセンター感染症対策事業（市独自事業）  事業費：5,830 千円 

(市民環境部 環境課) 

クリーンセンター内の換気を促進するため、プラスチックごみや紙ごみの

手選別室に給気機・排気機及びエアコンを設置します。 

 

 

⑭ 消防庁舎感染症対策事業（市独自事業）     事業費：10,800 千円 

(消防本部 総務課) 

   消防庁舎の換気を促進するため、エアコンを更新(機能強化)し、感染拡大

防止を図ります。 
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【ステップ 6】 令和 2 年 12 月 10 日、12 月 18 日（第 4 回定例会）議決                         

                       【補正予算額126,967千円】 

 

① ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業      事業費：43,300 千円 

(子育て支援部 子ども家庭課) 

ひとり親世帯の生活を支援するため、1世帯あたり 5 万円及び第 2子以降

1人につき 3 万円を給付します。 

 

 

② 子育て支援施設等感染症対策事業         事業費：4,500 千円 

(保健福祉部 健康推進課、子育て支援部 子ども家庭課) 

   助産所で実施する産後ケア事業及び認定こども園で実施する一時預かり

事業における感染症対策に要する経費を補助します。 

 

 

③ 子ども発達支援事業                 事業費：264 千円 

 (子育て支援部 子ども発達支援センター) 

子ども発達支援事業に要する感染症対策物品(非接触型体温計等)の購入

やオンライン相談を行うための通信環境を整備します。 

 

 

④ 学校ＩＣＴ環境整備事業            事業費：38,313 千円 

 (教育部 教育総務課) 

ＧＩＧＡスクール構想の円滑な推進を図るため、小中学校におけるインタ

ーネット環境の整備を行います。 

 

 

⑤ 新型コロナウイルス感染症感染予防対策事業（市独自事業） 

事業費：2,706 千円 

(市民環境部 市民課、教育部 社会教育課ほか) 

   出張所や地区住民センター、公民館、シルバー活動センターなどのコミュ

ニティ施設に係る感染症対策物品(扇風機等)を購入します。 
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⑥ 情報通信基盤整備管理事業（市独自事業）    事業費：35,145 千円 

 (総務部 行政管理課) 

市職員用パソコンをノートパソコンに更新すること及び市役所内の無線

ＬＡＮアクセスポイントを増設することにより、会議室等を活用した分散勤

務やオンライン会議など新しい生活様式の実践に向けた市役所内の執務環

境の整備を行います。 

 

 

⑦ 学校給食調理場感染症対策事業（市独自事業）   事業費：2,739 千円 

 (教育部 学校給食センター) 

給食調理場の感染拡大防止のため、空調設備の点検・整備、抗菌・抗カビ

性の高い床シートや壁紙を用いた改修などを行います。 
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【ステップ 7】 令和 3 年 1 月 26 日（令和 3 年第 1 回臨時会）議決                         

                       【補正予算額338,286千円】 

 

① 新型コロナウイルスワクチン接種事業     事業費：338,286 千円 

(保健福祉部 健康推進課) 

国は、予防接種法を改正し、ワクチン接種費用の全額を負担することや実

施主体を市町村としたことから、本市における実施体制を整備し、市民への

迅速かつ適切な接種を行います。 
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【ステップ 8】 令和 3 年 3 月 18 日（令和 3 年第 1 回定例会）議決予定                         

                       【補正予算額143,788千円】 

 

① 感染症対策融資利子等支援事業（市独自事業）  事業費：120,170 千円 

(経済部 商工業振興課) 

令和 2年 3月から令和 3年 2月までの間で、本市の中小企業者等融資事業

による借入を受けた事業者に対し、その事業による令和 2年度から令和 6年

度までに係る利子及び信用保証料の補給相当額を、前倒しして支援金として

支給します。 

 

 

② 事業継続支援金支給事業（市独自事業）      事業費：6,508 千円 

(経済部 商工業振興課) 

   市内事業者の年末年始の売上減少に対する支援として、令和 2年 11 月か

ら令和 3 年 1 月までの、いずれか 1 か月の売上が前年比 30％以上減少又は

3 か月平均の売上が前年比 20％以上減少している事業者に対し、15 万円を

支給します。 

  (令和 2年度中の支給に係る想定分のみの補正措置) 

 

 

③ 感染症対策事業者支援事業（市独自事業）     事業費：1,510 千円 

 (経済部 商工業振興課) 

市内事業者の感染症対策に係る支援として、令和 2 年 11 月から令和 3 年

1 月までのいずれか 1 か月の売上が前年比 10％以上減少している事業者に

対し、3万円を支給します。 

  (令和 2年度中の支給に係る想定分のみの補正措置) 

 

 

④ 小中学校感染症対策事業（市独自事業）     事業費：15,600 千円 

 (教育部 学校教育課) 

小中学校における感染症対策に係る物品等(消毒液、手袋、フェイスシー

ルド等)を購入します 
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【改訂版】 
 
 

＜ 計画期間：平成２３年度 ～ 令和 3年度 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

北 広 島 市 
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平成22年 11月 策定（平成23年4月施行） 

平成 29年 03月 改訂（平成30年4月施行） 

令和 0３年0１月 一部修正（計画期間の延長） 
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I 

 

は じ め に 
 

我が国は、長期にわたる経済の低迷や少子高齢化の進行、人口減

少社会の到来など、近年の社会経済情勢が急激に変化している中、

本市産業を支える商工業者が地域資源を活かして、雇用の確保や拡

大に努め、活力ある地域経済社会を確立していくことが求められて

います。 

本市においては、平成 20 年 11 月に商工業の振興に関する基本

的事項を定めた「商工業振興基本条例」を制定し、商工業者等の経

営基盤の強化を図るとともに、市民生活の向上に取り組むこととし

ております。  

このような中、平成 23 年度に地域社会と融合した活気ある商工

業を推進するため、平成 32 年度を目標年次とする「北広島市商工

業振興基本計画」を策定しました。  

このたび、策定から５年が経過し、時勢の変遷を反映させるため、

中間の見直しを行いました。  

今後もこの基本計画に基づき、商工業者、市民及び行政が連携し、

北広島市の活気ある産業の創造に向け、着実に推進してまいります。 

終わりに、この計画の見直しに当たり、熱心な審議を賜りました

「商工業振興審議会」の委員の皆さまをはじめ、貴重な意見をいた

だいた商工業者、市民の皆さまに心からお礼申し上げます。  

 

 

北広島市長 上 野 正 三 
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1.計画の構成 

 

1 

 １.計画の構成 

 

（１）見直しにあたって 

 

① 計画の見直し 

近年、少子高齢化などの社会的変化や老舗の転・廃業、新たな経営業態の出現等に

よる商店街の変遷など、環境の変化に伴い、商工業の発展に大きな不安と懸念が広が

っています。 

本市の商工業は市民の消費生活に密着し、地域経済に重要な役割を果たしているこ

とから、今後も継続的に発展していかなければなりません。 

そのためには、商工業者、市民及び市がそのことを認識し、共有するとともに、商

工業者が自らの創意工夫によるその経営の革新を行い、市民や地域社会から信頼され

るよう努力することが大切です。 

平成１９年に本市の経済振興策等を議論、検討することを目的に開催した「北広島

市経済戦略会議」から３７項目にわたる提言を受け、平成２０年には商工業の振興を

推進するため、商工業者、市民及び市が果たす役割や関係を明記した「北広島市商工

業振興基本条例」を制定しました。 

この条例には、市の責務として「基本理念にのっとり、商工業の振興に関する基本

的かつ総合的な施策を策定し、及び実施する」と規定されています。 

本市では、昭和４５年に「広島町総合開発計画」を策定して以来、４次にわたる総

合計画を策定し、自然と創造の調和した豊かな都市をめざして総合的、計画的なまち

づくりを進めてきました。 

平成２８年３月に上位計画である「北広島市総合計画（第５次）」が改定されたこ

とから、計画期間を同じくする「北広島市商工業振興基本計画」の中間年の見直しを

行い、時勢の変遷に即した商工業の振興を推進していきます。 

 

② 基本的な施策【北広島市商工業振興基本条例第４条 市の責務】 

ア 商工業者の経営基盤の強化に関すること 

イ 企業誘致に関すること 

ウ 中小企業の創造的な事業活動の支援に関すること 

エ 商工会、地域商店街振興会の支援に関すること 

オ 勤労者の福利厚生の増進に関すること 

カ 国、北海道、商工業者等を支援する機関その他関係団体との連携協力に関するこ

と 

キ その他商工業の振興に関し必要があると認めること 
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③ 計画期間 

平成 23 年度 ～ 令和 3 年度 

 

④ 計画の流れ 

ア 計画の位置づけ、期間、フレーム 

イ 商工業振興に向けた基本方針、方向性 

ウ 商工業振興施策の体系、振興基本施策、具体的施策と取り組み主体及びその目標 

 

（２）計画のフレーム 

 

① 北広島市の人口、世帯数 

 計画期間における北広島市の総人口、総世帯数は、以下の通りと設定します。 

表 北広島市の将来人口、世帯数 

 

実   績 目標値 単位 

平成 12 年 

(2000 年) 

平成 17 年 

(2005 年) 

平成 22 年 

(2010 年) 

平成 27 年 

(2015 年) 

平成 32 年 

(2020 年) 
 

総 人 口 57,731 60,677 60,353 59,807 60,000 人 

総 世 帯 数 20,305 22,362 22,991 23,561 27,150 世帯 

平均世帯人員 2.84 2.71 2.63 2.54 2.21 人/世帯 

※実績値は「国勢調査」、設定値は「北広島市総合計画」(第５次)改訂版」による。 

 

② 北広島市の就業者数 

 計画期間における北広島市の就業者数は、以下の通りと設定します。 

表 北広島市の将来就業者数                         単位：人 

 実   績 推  計  値 

平成 12 年 

(2000 年) 

平成 17 年 

(2005 年) 

平成 22 年 

(2010 年) 

平成 27 年 

(2015 年) 

平成 32 年 

(2020 年) 

第 一 次 704 824 624 541 526 

第 二 次 4,784 4,819 4,362 4,324 4,289 

第 三 次 16,754 17,443 18,552 18,307 17,823 

分 類 不 明 331 529 1,270 1,333 1,303 

合  計 22,573 23,605 24,808 24,504 23,942 

※「将来産業構造推計(平成 26 年度)」による。 

※就業者数（市内で就業している人数。市外に居住し北広島市内で就業している人数を含む） 
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③ 市内生産額 

 計画期間における北広島市の市内総生産は、以下の通りと設定します。 

表 北広島市の市内総生産                        単位：百万円 

 

実   績 推  計  値 

平成 12 年 

(2000 年) 

平成 17 年 

(2005 年) 

平成 22 年 

(2010 年) 

平成 27 年 

(2015 年) 

平成 32 年 

(2020 年) 

農林水産業 2,543 1,375 1,192 1,023 984 

製造業 33,411 23,843 19,135 18,845 18,713 

建設業 10,939 10,640 8,922 8,818 8,724 

電力・ガス・水道業 2,040 2,650 2,805 2,746 2,697 

商業 17,081 18,617 26,682 26,292 25,587 

金融・保険・不動産業 8,532 10,072 16,959 16,693 16,231 

運輸・通信・放送業 27,216 32,345 28,893 28,468 27,687 

公務 11,737 12,718 10,042 10,508 10,506 

サービス業 49,884 41,586 46,114 45,389 44,135 

分類不明 497 488 459 481 471 

合  計 163,879 154,314 161,204 159,282 155,736 

※「将来産業構造推計(平成 26 年度)」による。 
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 ２. 商工業振興の基本方針 

 

本計画は、北広島市総合計画（第5次）改定版（以下総合計画という。）の基本目標

４に掲げる「活気ある産業のまち」づくりの役割を担い、進めていきます。 

 

 

 

（１）基本理念 

 
“地域社会と融合した活気ある商工業の振興” 

 

商工業は市民の消費生活に密着し、地域の経済に大きな役割を果たしており、これか

らも継続的に発展していかなければなりません。 

そのためには、商工業者が自らの創意工夫により経営の革新を行い、市民や地域社会

から信頼され、活力あるまちづくりを進めていきます。 

 

 

  

◆ 総合計画（第５次）改定版のまちづくりのテーマ ◆ 

～ 自然と創造の調和した豊かな都市 ～ 

 

◆ めざす都市像 ◆ 

『希望都市』…子どもと若者がお年寄りとともに希望を育むまち 

『交流都市』…市民が多様に活動し、産業と文化が栄えるまち 

『成長都市』…緑を大切にし、着実に成長しつづけるまち 

 

◆ 総合計画（第５次）の基本目標４（産業・労働）のテーマ ◆ 

～ 活気ある産業のまち ～ 

活気ある農業・工業・商業などが営まれ、新たな産業が生まれ、 多くの人々にとって

働く場があるまちをつくります。 
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基本理念を実現するため、具体的な商工業振興活動の目標像として、３つの基本目標

と７つの基本施策を定めます。 

また、その施策の展開については、９頁以降に掲載しています。 

 

基本目標 １ 活気ある商工業の展開 

 

商工業の振興は、商工業者等自らの創意工夫及び自主的な努力を尊重するものであり、

併せてその技術力、競争力及び生産力の向上を図ることを目的として推進します。 

 この目的の達成により、活気ある北広島市の商工業の展開をめざします。 

※ この目標は、「北広島市商工業振興基本条例」第３条の第１項、第４項、及び第４

条第２項の(1)経営基盤の強化、(2)企業誘致、(3)創造的な事業活動の支援に対応

します。 

 

 

基本施策 １ 商工業等の経営基盤の強化 

 

活気ある商工業の展開を図るためには、個々の商工業者の経営基盤が確固たるもので

あることが重要です。 

商工業者は自らの創意工夫及び自主的な努力を重ねるとともに、持てる技術力や競争

力、生産力の向上を図り、商工会等の団体活動を通し、相互に切磋琢磨して経営基盤の

強化に努めます。 

 

基本施策 ２ 企業誘致の推進 

 

活気ある商工業の展開を図るためには、商工業者が相互に技術力や競争力、生産力を

高めていくことが重要です。 

地域の活性化を図り、安定した雇用の場を確保するためにも、企業の誘致活動を推進

します。 

 

基本施策 ３ 創造的な事業活動の支援 

 

商工業者が活力ある事業展開を進めるためには、絶えず創意工夫を持ち、創造的な事

業活動に挑戦し続けることが重要です。 

地域商工業者の新規展開に資する創造的な事業活動の支援を図ります。 

  

（２）基本目標・基本施策 
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商工業の振興は、商工業者の団体である商工会、商店街振興会及び工業振興会を通じ

て展開するとともに、市民の就業機会の拡大及び勤労者の福利厚生の増進に資すること

を目的として推進します。 

この目的の達成により、商工業活動を支える基盤の充実をめざします。 

※ この目標は、「北広島市商工業振興基本条例」第３条の第３項、及び第４条第２項

の(4)商工会及び地域商店街振興会の支援、(5)勤労者の福利厚生の増進に対応しま

す。 

 

 

基本施策 ４ 商工会・商店街振興会・工業振興会の支援 

 

商工業者の団体である商工会、地域商工業者の団体である各商店街振興会、工業者の

団体である工業振興会は、商工業者の情報交換や交流、人材育成、親睦の場であると同

時に、市民や地域住民との共存共栄の場でもあります。商工業者の自主活動の組織であ

り場でもある商工会、商店街振興会及び工業振興会の活性化を図るとともに、商工会活

動を通じてさまざまな情報提供、経営相談、資金提供や地域商業の振興、各種商業者団

体の育成を図ります。 

 

基本施策 ５ 勤労者の福利厚生の増進 

 

 商工業は、北広島市の重要な基幹産業であることから、市内商工業者への就業機会の

確保と勤労者等の福利厚生の増進に努めます。 

 

  

基本目標 ２ 商工業活動を支える基盤の充実 
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7 

商工業の振興は、商工業が市民の消費生活を支え、各地域の中心としてにぎわいと交

流の場となるよう地域社会に溶け込むとともに、食の安全安心や地域の環境に適切な配

慮を図ることを目的として推進します。 

この目的の達成により、地域社会との交流や連携の強化をめざします。 

※ この目標は、「北広島市商工業振興基本条例」第３条の第２項、第５項、及び第４

条第２項の(6)国、北海道、その他関係団体との連携協力、(7)その他必要のあるこ

とに対応します。 

 

 

基本施策 ６ 国・北海道・近隣自治体・関連団体との連携協力 

 

情報網や交通の充実により、商工業活動は全道、全国へと広域化しており、商工業振

興に必要な支援も北海道や国など広域的な視点から、関係する情報の収集と共有、必要

に応じた情報の提供を図ります。 

また、地域に根ざした消費者や顧客ニーズに対応するためには、生産者、市民（消費

者）との連携や商工業者同士の日常的な交流が不可欠であり、これらを積極的に進める

システムの構築に努めます。 

 

基本施策 ７ 市民生活との連携等 

 

商工業活動を行う上で「環境への取り組み」「福祉的な要素を取り入れた活動」ある

いは「まちづくりとの連携」などが必要であり、地域と密着しながら商工業者と市民と

が相互に補完し合える関係づくりに努めます。  

基本目標 ３ 地域社会との交流や連携の強化 
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 ３. 商工業振興施策の展開 

 

基本目標 １ 活気ある商工業の展開 

 

基本施策 １ 商工業等の経営基盤の強化 

 

１－１．商工業の経営基盤の強化 

 

（１）体系的、一元的な商工業振興策の展開                    

 

 

（２）商工業経営の安定支援                            

 

① 経済状況の変化

に対応した融資や貸

付枠の拡充など、商工

会との連携 

市内中小企業者の経営安定のために必要な融資等を行うとと

もに、経済状況の変化に対応するため、商工業者の実態把握を踏

まえ、北広島商工会と連絡調整を行った上で融資や貸付枠の拡

充、新たな資金メニューの検討を推進します。 

② 商工業者の受注

機会の拡大促進 

市内の工務店などの関連事業者が取り扱うような制度を展開

し、市内業者の受注機会の拡大を促進します。 

① 商工業者、消費者

の意向を反映した施

策の展開 

北広島市商工業振興基本計画は、各事業者及び消費者へのアン

ケート調査、商工業者懇話会など、商工業者及び消費者の意見を

把握し、商工業振興審議会の審議を踏まえた施策を実施します。 

北広島市の商工業振興施策は、この計画に基づき、体系的、総

合的に展開します。 

② 総合計画と連携

した施策の展開と推

進 

北広島市商工業振興基本計画は、総合計画の商工業・労働部門

の基本計画を担うものであり、総合計画の理念、目標、関連施策

を共有し連携を図りながら、総合的に展開します。 

③ 商工業者等の自

主的な努力の助長と

地域社会への寄与 

北広島市商工業振興基本計画に基づき展開される施策は、商工

業振興基本条例の第 1条（目的）に示すとおり、商工業者等の自

主的な経営努力を助長するとともに、市民生活の向上、経済の活

性化及び環境と調和のとれたにぎわいと活力のある地域社会の

実現に寄与することを目的とします。 

④ 商工業施策の推

進に関し意見を求め

るための機関の設置 

商工業に係る計画、施策の調査審議を担う商工業振興審議会を

設置し、商工業施策の展開に対して適宜必要な意見を求め、公平

で効果的効率的な施策を展開します。 
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◆ 事務事業 

 

（３）企業の人材育成                              

 

① 人材の育成・確保

のため資質、能力、技

術を高めるセミナー

や研修の実施 

人材確保の推進や、資質、能力、技術力の向上を図るための能

力開発セミナーや高度な技術取得のための人材派遣、研修などの

人材育成に対して支援を行います。 

② 地域の活性化を

図るための従業員の

地元雇用 

消費の拡大や地域の活性化を図るため、地元雇用の奨励と市内

への移住、定住を促進するための支援を行います。 

 

◆ 事務事業 

 

 

 

・中小企業者等融資事業 

中小企業者の事業資金の円滑化を図るため、市が市内金融機関に原資を預託する。 

また、信用保証料の全額及び利子を市が助成することにより、事業者の負担を軽減し、中

小企業の育成振興を図る。 

（運転資金、設備資金、大型店対策設備改善資金、新規創業等支援資金、小口企業資金） 

・住宅リフォーム支援事業 

市民が住宅のリフォームを行う際の工事等に要する費用を助成することにより、住宅 

の改修を促進し、快適な住環境の整備、市内の建設産業の振興及び雇用の安定を図る。 

・商工業者等助成金交付事業 

市内の商工業者等の自主的な努力を助長し、商工業者等の健全な発展と本市産業の振興を

図る各種事業に対して補助する。（組織化事業、近代化推進事業、高度化事業） 

・企業人財づくり支援事業 

市内に立地する企業が実施する能力開発セミナーや各種研修等に助成し、企業の健全経営

を促進する。 

・働きたい女性のための企業合同雇用促進事業 

   就業セミナー、合同企業説明会、企業見学会を実施し、企業の労働力確保の推進を図ると

ともに働きたい女性に就業機会を提供する。 

・若年層新規雇用助成金交付事業 

   ３５歳までの若年層における雇用促進と定住促進を図るため、市内の中小企業における 

若年者の新規雇用に対して支援を行う。（総合戦略目標値 40 名／4 ヵ年） 
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１－２．観光の強化 

 

（１）観光の振興                                

 

① 市民や企業、行政

が連携した資源の発

掘や整備、商品の開発 

市民、企業、行政の連携により、観光資源の発掘や整備、活用、

観光商品の開発を進めます。 

② 観光情報の効果

的な発信 

観光情報の効果的な発信として、国内外の観光客に向けた観光

パンフレットの作成と配布、市内観光資源の関連ホームページへ

の掲載や主要観光機関のホームページへのリンクを行います。 

③ 地域資源を活用

した観光基盤の充実

と関係機関や周辺市

町村、民間事業者との

連携による観光事業

の展開 

近年の観光動向では、個々人が目的を持った体験を通じ、地域

の魅力を味わう「体験と滞在型」へと変化してきています。この

ような動向を踏まえ、さっぽろ広域観光圏推進協議会への参加と

活動、近隣自治体や民間事業者と連携した広域体験型で物語性の

ある観光の振興を推進します。 

④ 地域資源を活用

し、交流人口・定住人

口の増加をめざした

総合的な観光基盤の

充実 

市内のさまざまな地域資源を活用して北広島市の魅力や個性

を最大限に発掘育成、発信することで、北広島市の都市イメージ

やブランド力の向上に資する「シティセールス」を展開し、交流

人口、定住人口、企業の増加を促進するなど、北広島市の総合的

な観光基盤の充実を図ります。 

 

◆ 事務事業 

・都市型観光推進事業 

   市内の地域資源、観光資源を活用した、良好な都市イメージの創出と効果的なプロモー 

ションにより交流人口の増加を図る。 

・サイクルツーリズム等観光拠点整備事業 

   国内外の誘客による交流人口の拡大を図るため、地域資源を活用し自転車を核としたコン

テンツづくり及びブランディングと観光案内所、観光案内版等の環境を整備する。 

・シティセールス推進事業 

   市の知名度の向上及び定住人口の増加を図るため、シティセールス基本戦略プランに基づ

いた施策を推進する。 
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（２）イベント等の充実                             

 

① イベントなどの

誘致と交流人口の増

加による商工業者の

活性化 

北広島市の立地条件、交通条件を活用できる大規模で集客力の

あるイベントやコンベンションの誘致を図り、交流人口を増や

し、飲食宿泊業、観光業の活性化を推進します。 

② コンベンション

機能を持つ施設の活

用や情報発信 

大規模なイベントの実施が可能な機能を持つ市内の施設の利

便性を広くＰＲするとともに、コンベンションの誘致を推進しま

す。 

③ 観光協会への事

業、運営支援 

「ふるさと祭り」や「ふれあい雪まつり」等、北広島市の観光

資源を活用したイベントを実施し、経済効果を高める北広島市観

光協会の取り組みを支援します。 

 

◆ 事務事業 

・観光振興事業（北広島市観光協会への補助金交付） 

イベントの実施による市民相互及び市民と近隣市町村来訪者の交流を図ることが地域の

活性化に寄与することから、市内外の各種イベントへの参加や観光資源の紹介・宣伝など本

市観光の発展を図るため、北広島市観光協会への支援を行う。また、石狩管内の市町村等で

構成する「さっぽろ広域観光圏」の事業の推進に努める。 

・グリーンツーリズム推進事業 

   農業を核とした都市との交流を推進し、農業者の経営の安定化を支援するため、市内のグリ

ーンツーリズムの関連施設の市内外へのＰＲのほか、市の認定を受けた六次産業化や農商工連

携によるグリーンツーリズム施設整備等への支援を行う。 

（総合戦略目標値 3件／4ヵ年） 

 

◆ 取り組むべき課題 

・全国的な大会やイベントの誘致 

市内施設の有効活用を図るとともに、全国大会及び大型イベント等を誘致する。 

・市内各ゴルフ場との共同周知 

市内各ゴルフ場との連携による観光ＰＲ等を協力して実施する。 
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（１）企業誘致の推進                               

 

① 活力あるまちづ

くりに貢献する企業

の誘致や進出時の支

援の拡充及び強化 

地域経済の活性化や雇用創出など、活力あるまちづくりに貢献

する企業の誘致に努めるとともに、進出に際し、創業などの支援

を拡充、強化します。 

② 地理的優位性を

活かした企業の誘致 

札幌都市圏に位置する地理的優位を活かした積極的な企業誘

致を進めるとともに、新たな工業団地の必要性について検討しま

す。 

③ 企業の立地動向

に対応した誘致活動 

企業訪問や企業誘致イベントなどを活用し、企業の立地動向を

的確に把握するとともに、輪厚工業団地のＰＲや企業誘致活動を

積極的に行います。 

④ 各種企業立地情

報の提供など、官民協

働による企業誘致活

動の促進 

民間事業者が所有する産業分譲用地の販売については、行政が

持つ各種企業立地情報の事業者への提供や先進的な販売手法の

採用など、官民が協働できる分野は連携し、企業誘致活動を促進

します。 

 

◆ 事務事業 

・企業誘致推進事業 

地域経済の活性化など活力あるまちづくりをめざすため、輪厚工業団地や民間所有分譲地

への企業誘致活動を推進する。また、雇用創出の場を確保するために北広島市企業立地推進

条例に基づき、事業所の新増設者に対して市内居住者雇用奨励金を交付する。 

  （１人 50 万円／件） 

 

 

（１）新産業の創出                               

 

① 創業支援制度の

活用、先進事例の紹介

や国、北海道の支援制

度の紹介 

市民の起業やコミュニティビジネスの創業、新産業の創出につ

いて、創業支援制度の活用を促進するほか先進事例の紹介や国、

北海道の支援制度などの情報提供を図ります。 

基本施策 ２ 企業誘致の推進 

基本施策 ３ 創造的な事業活動の支援 

 

47



３．商工業振興施策の展開 

13 

② 商品開発、販路開

拓のための異業種交

流や情報提供 

企業等の人材育成や商品開発、販路開拓のため、各種講習会、

講演会や異業種交流会など、情報提供を図ります。 

③ 産学官が連携し

た地産地消や地域ブ

ランドづくり 

地域で生産されたものを地域で流通・消費する地産地消や地域

を代表する地元商品のブランドづくり活動を、市民、関係団体な

どと連携して推進・展開します。 

 

◆ 事務事業 

・コミュニティビジネス創業支援事業 

コミュニティビジネスアドバイザーを設置し、地域課題の解決にビジネスとして取り組む 

団体、企業、個人に支援を行い、起業の促進と地域の活性化を図る。 

（総合戦略目標値 ８件／4 ヵ年） 

・起業支援促進事業 

   市内で初めて起業する個人に、一定の条件の下店舗改装費用の１／２（最大 250 万 

  円まで）を助成することにより、起業の促進と地域活性化を図る。 

（総合戦略目標値 ８件／4ヵ年） 

・空き店舗利用促進事業 

大型店の進出や店舗の移転、事業者の高齢化による廃業などによる空き店舗増加対策及び

新規に開業する事業者への支援を実施する北広島商工会に対して事業助成相当額を支援す

る。 

  （総合戦略目標値 14件／4ヵ年） 

・六次産業化等支援事業 

   農業者等に対し、セミナー等を実施し六次産業化や農商工連携といった経営の多角化を支援

する。 

  （総合戦略目標値 １事業者／4 ヵ年） 

・グリーンツーリズム推進事業（再掲） 

   農業を核とした都市との交流を推進し、農業者の経営の安定化を支援するため、市内のグリ

ーンツーリズムの関連施設の市内外へのＰＲのほか、市の認定を受けた六次産業化や農商工連

携によるグリーンツーリズム施設整備等への支援を行う。 

  （総合戦略目標値 3 件／4 ヵ年） 

 

◆ 取り組むべき課題 

・オリジナルブランドづくり 

  北広島の名産やオリジナル商品などを開拓・販売する。 
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（１）商工会との連携及び支援                          

 

① 創業支援や金融

斡旋事業などの支援

と商工会活動の充実 

北広島商工会が行っている経営革新、創業支援、経営改善指導、

金融斡旋事業に対する支援を行い、商工会活動の充実を図りま

す。 

② 小規模事業指導

推進事業や地域振興

事業など商工会の重

点事業の支援 

北広島商工会が行っている地域商工業活性化事業、小規模事業

指導推進事業、空き店舗利用促進事業に対する支援を行い、商工

業者の活動や消費者の利便性を促進します。 

 

◆ 事務事業 

・小規模事業指導推進事業 

小規模事業者の経営安定化を促進し、中小企業を支援するため、小規模事業者に対する経

営指導及び経営改善への業務指導を行う北広島商工会に対して人件費及び事務費を助成す

る。 

 

（２）地域商工業の振興と商工業団体の育成                     

 

① 商工会との協働

による地域商店街振

興会活動への支援 

市内の商店街振興会の組織強化、会員の確保活動、交流など振

興会活動を商工会と協働により支援します。 

② 消費者の目線に

立った商工業の展開 

生活情報の共有など、消費者の目線での商店街活動を進めるた

め、福祉や市民活動と連携した商工業活動について、調査研究を

進めます。 

③ 技術力の向上に

向けた人材育成の充

実 

市内で生産される製品の市場での競争力を高めるため、市内各

商工業に従事する従業員の資質と、生産技術の向上に向けた人材

育成並びに技術力向上に向けた事業を支援します。 

④ 商工業者の資質

の向上に向けた各種

事業の実施 

北海道内の市場が集中している道央圏において、商工業者個々

の資質を高めるとともに、競争力をつけるために商工業者が行う

事業を支援します。 

 

基本目標 ２ 商工業活動を支える基盤の充実 

基本施策 ４ 商工会・商店街振興会・工業振興会の支援 
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◆ 事務事業 

・地域商店街活性化事業 

各地区の商工業者が連携して、地域の特性を生かしながら商店街の賑わいと活性化を図る

各種事業に対して支援する。 

・企業人財づくり支援事業（北広島市工業技術向上促進事業）（再掲） 

製造業を営む中小企業者の工業技術向上の推進に資する人材育成事業に対して補助する。

（技術指導者招へい事業、技術者派遣事業） 

 

 

（１）就業機会の拡大と安定化                          

 

① 雇用の確保を促進

するため、職業相談や求

人情報を入手できる相

談室の運営の充実 

市民が気軽に訪れ、職業相談や求人情報を入手できる地域職

業相談室をハローワークと連携して運営するとともに、雇用の

確保を促進します。 

② 高齢者等の就業機

会の拡大を図るため、シ

ルバー人材センター等

との連携強化 

高齢者や障がい者の就業機会の拡大を図るため、シルバー人

材センターへの運営支援、障がい者就労支援センターの運営

（委託事業）を行うとともに、関係機関との連携を図ります。 

③ 女性の就業機会の

拡大を図るための取り

組み強化 

企業と連携した説明会の開催、再就職を支援する座学や実習

を盛り込んだ研修事業を実施し、女性の就業機会の拡大を推進

します。 

 

◆ 事務事業 

・地域職業相談室（ジョブガイド）運営事業 

国との連携により、地域職業相談室（ジョブガイド北広島）を運営し、求人情報の提供、

職業相談、失業者相談を実施することにより、求職者等への利便性の向上及び就職促進を図

る。 

・若年層新規雇用助成金交付事業（再掲） 

   ３５歳までの若年層における雇用促進と定住促進を図るため、市内の中小企業におけ   

  る若年者の新規雇用に対して支援を行う。（総合戦略目標値 40名／4ヵ年） 

・シルバー人材センター活動支援事業 

高年齢者に臨時的かつ短期的な仕事を組織的に確保し、提供して、高年齢者の生きがいと

基本施策 ５ 勤労者の福利厚生の増進 
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活力ある地域社会づくりのために活動しているシルバー人材センターを支援する。 

・障がい者相談支援事業 

   障がい者自立支援協議会（就労支援部会）を通じて、障がい者の就労に関する問題や 

雇用促進に関する協議を行う。 

・働きたい女性のための企業合同雇用促進事業（再掲） 

   就業セミナー、合同企業説明会、企業見学会を実施し、企業の労働力確保の推進を図ると

ともに働きたい女性に就業機会を提供する。 

・働きたい女性のための再就職支援事業 

   出産や育児でブランクのある女性を中心として、ビジネスマナー、パソコンスキルの習得

などの座学や実地研修を実施し、再就職を支援する。 

 

（２）勤労者福祉の充実                             

 

① 安心して働くこと

のできる労働環境の確

保 

従業員が安心して働くことができる労働環境の確保を図る

ため、勤労者の労働条件の把握に努め、必要な情報の提供を図

ります。 

② 生活の安定と快適

な労働環境を確保する

ため勤労者福祉共済制

度の活用 

勤労者の生活の安定と快適な労働環境を確保するため、勤労

者福祉共済制度を活用した適切な支援に努めます。 

 

◆ 事務事業 

・中小企業勤労者福祉共済会事業 

市内中小企業等に働く従業員と事業主が協働し実施する福利厚生事業を支援する。 

・労働事情調査事業 

市内の商工業者を対象に従業員の労働状況等を把握するためアンケート調査を実施する。 
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（１）国・北海道・近隣自治体等との連携協力                   

 

① 国や経済産業局、

北海道労働局などか

らの情報提供機能の

活用 

商工業の振興や勤労者の福利厚生推進のため、国や北海道経済

産業局、北海道労働局などからの最新の情報提供を行い、商工業

者が自ら各種支援事業の活用が可能な環境づくりを進めます。 

② (財)北海道中小

企業総合支援センタ

ーの活用 

商工業の振興や勤労者の福利厚生推進のため、(財)北海道中小

企業総合支援センターの相談、情報提供機能の活用を商工業者に

働きかけます。 

③ 商工会連合会と

の連携による的確な

対応 

商工会では扱いきれない専門的で特殊な問題については、上部

団体である北海道商工会連合会と連携し、的確な対応に努めま

す。 

④ 近隣自治体との

情報共有や広域的な

企業連携による情報

の共有と需要拡大 

北広島市周辺で類似した商工業の問題を抱え施策を展開して

いる周辺市町村と情報の共有、活動の連携を図ることにより、広

域的な商工業ニーズに的確に応え、商工業需要の拡大に努めま

す。 

 

◆ 事務事業 

・札幌広域圏組合連携事業 

   加盟している市町村、団体等が観光資源開拓や圏域内・外に向けた観光ＰＲを連携・協力し 

て実施する。 

 

（２）生産団体との連携協力                           

 

① 地域資源の流通、

消費の拡大や雇用の

確保のため、地元農協

との連携 

道央圏の農業協同組合の生産・流通の取り組みと連携し、地域

資源である農産物の流通、消費の拡大や農業雇用の確保などを支

援します。 

  

基本目標 ３ 地域社会との交流や連携の強化 

基本施策 ６ 国・北海道・近隣自治体・関連団体との連携協力 
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② 生産者と消費者

が結びつくよう、地産

地消に向けた新たな

取り組みの導入 

地域で生産されたものを地域で流通、消費する地産地消活動の

取り組みや生産者と消費者の結びつきの強化などについて、可能

な取り組みを進めます。 

 

◆ 事務事業 

・グリーンツーリズム推進事業（再掲） 

農業を核とした都市との交流を推進し、農業者の経営の安定化を支援するため、市内のグリ

ーンツーリズムの関連施設の市内外へのＰＲのほか、市の認定を受けた六次産業化や農商工連

携によるグリーンツーリズム施設整備等への支援を行う。 

  （総合戦略目標値 3 件／4 ヵ年） 

 

◆ 取り組むべき課題 

・異業種懇話会の開催 

農商工をはじめとする異業種連携や、新分野への展開を図るきっかけとなる会議を開催す

る。 

 

（３）市民、消費者団体との連携協力                       

 

① 消費者ニーズの

把握や製品情報の公

表など、商工業者等と

消費者の連携の場の

確保 

消費者の商工業製品の安全性、信頼性への期待に応えるよう、

商品、製品情報の公表など、自ら情報提供するとともに、消費者

ニーズの把握など、消費者団体との連携に努めます。 

② 食の安全安心な

ど、消費生活に関する

諸問題への適切な対

応 

市民の消費生活に関する諸問題に対して、適切に対応します。 

 

◆ 事務事業 

・北広島消費者協会活動支援事業、消費者行政推進事業 

消費者教育活動や啓蒙活動に取り組む消費者協会への支援と、消費生活センター相談窓口

の設置により市民の安全安心な生活を支援する。 
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◆ 取り組むべき課題 

・支援情報窓口の設置 

   雇用や業種転換などの制度に関する情報を、総合的に提供する窓口を設置する。 

・商工会と市民や関係団体との懇話会 

商工業者等と消費者である市民や関係団体が直接対話し、商店街の振興や情報の共有を図

る。 

 

（４）商工業者同士の連携協力                           

 

① 類似する商工業

活動の問題を解消す

るため、圏域の商工業

者や自治体との交流

と情報交換の推進 

立地条件や商工業者・消費者の問題意識に共通性のある近隣市

町村の商工業者活動、商工業行政と情報交換を進めることで、商

工業活動の問題の解消や活動の推進を図ります。 

② 個人的な活動に

対する支援 

商工会、商店街振興会、工業振興会、中小企業家同友会など、

組織活動とは異なる商工業者の自主活動について、必要な支援に

努めます。 

 

 

（１）環境対策への取り組み                           

 

① 環境保全に向け

た取り組みの推進 

「公害のないまち」をめざし、商工業者と連携して悪臭や騒音

などの公害の防止に努めます。 

また、商工業者自らが環境保全に取り組めるように、必要な情

報の提供などに努めます。 

② ごみの減量化、資

源のリサイクル化の

推進 

ごみの減量化、資源のリサイクル化を推進するため、使い捨て

商品の利用抑制や再利用可能な商品の利用に努めます。また、商

工業者は、使い捨て商品の販売抑制や再利用可能な商品の販売の

ほか、店頭自主回収の拡大、食品リサイクルの取り組み強化、環

境にやさしい商品の販売促進などに努めます。 

③ 緑化活動の推進 商工業者のゆとりと美しい環境づくりに向けた緑化意識の向

上、緑化活動への取り組みを図ります。 

 

 

 

基本施策 ７ 市民生活との連携等 
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◆ 事務事業 

 

◆ 取り組むべき課題 

・環境対策事業 

商工業者自らが環境保全に取り組めるよう、必要な情報の提供等の支援を実施する。 

 

（２）保健・福祉との連携                            

 

・環境保全事業 

公害の未然防止と生活環境の保全を図るため、各種環境測定を実施するとともに環境監視

員を配置して事業所等の監視、指導等を行う。 

・ごみ減量化・資源化対策事業 

ごみ処理量の削減に向けて、再資源化や再商品化の推進、集団資源回収の奨励、生ごみの

分別排出の促進など、資源化の促進とリサイクル意識の高揚を図る。 

・緑化推進事業 

市民参加による公共施設、街路樹桝などを中心とした植樹・花苗の植栽、花のまちコンク

ールやオープンガーデン見学会などの実施と、緑のまちづくり条例に基づく緑の保全及び民

間施設における緑化を推進する。 

① 助け合いのある

地域づくりのため商

工業者と従業員、地域

住民との交流の機会

の確保への取り組み 

市民の近隣活動や災害時等の助け合いなど、相互に見守り、助

け合いのある地域づくりを進め、商店街や工業団地の事業者、勤

労者と周辺地区居住者との日常的な交流の機会の確保に努めま

す。 

② 子どもたちの安

全に配慮した商業形

態づくりの推進 

子どもや買い物客の安全に配慮した商業形態づくりに努めま

す。また、商工業者や勤労者が就業と子育てを両立させることの

できる環境の整備と地域の子育て支援に寄与するよう努めます。 

③ 障がい者にやさ

しい商業形態づくり

の推進 

障がい者が安心して買い物等ができる商業形態づくりに努め

ます。また、障がい者が自立した地域生活を送れるよう、関係団

体とともに商工業者も障がい者の就労支援に寄与する地域づく

り努めます。 

④ 高齢者にやさし

く、地域を支える商業

形態づくりの推進 

高齢者の見守り、認知症高齢者の援護など、地域の福祉活動と

連携・協力し、高齢者が地域で安心して暮らせる環境に配慮しま

す。また、高齢者をはじめとする地域の人たちが集い、コミュニ

ティのある安全・安心な商業形態づくりに努めます。 

⑤ 職場での健康・体

力づくりの推進 

商工業者、勤労者の職場での出前健康講座による心と身体の健

康づくりや各種がん検診による健康管理を推進します。併せて、

労働衛生の推進により、健康・体力づくりを進めます。 
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◆ 事務事業 

・健康づくり啓発事業 

健康を維持するための食事や運動、うつと自殺予防についての知識啓発事業等や、健康づ

くり推進員の養成、ウォーキングマップなどを作成する。 

・広域入所児童委託事業 

保護者の勤務先等により市民が他市町村の保育所を利用する場合、保育所所在市町村と協

定及び覚書を締結し、他市町村の保育所で保育を実施する。 

・認知症支え合い事業 

認知症の高齢者の方が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域で理解を深めてもらう

ため、各種団体などに対し認知症サポーター養成講座を開催する。 

・介護支援ボランティア事業 

介護保険施設や介護サービス事業所で行うボランティア活動において、獲得したポイ 

ントに応じて、地場産品等と交換できる仕組みを通じて、高齢者の地域参加活動を促す。 

 

◆ 取り組むべき課題 

・買い物弱者に配慮した商業形態づくりの推進 

高齢者や障がい者、子供に配慮した買い物環境の整備を検討し、買い物弱者への負担軽減を

図る。 

 

（３）まちづくりとの連携                            

 

① 商業者、勤労者

に対する交通安全意

識の向上 

交通量の多い道路、通学児童の多い交差点を含む商店街、工業地

域においては、商業者、勤労者の交通安全運動への参加など、交通

安全意識の向上を図ります。 

② 冬期間の安全な

交通を確保するため

の地域住民との連携 

地域住民との連携により、円滑で安全な冬期間の交通の確保に努

めます。 

③ 商店街の景観の

維持、保全のため、

違反屋外広告物の簡

易除却などへの取り

組みの導入 

北海道景観条例に基づき、地域の個性を生かした魅力ある都市景

観づくりを進め、快適で美しい街並みの形成と保全を図ります。 

景観を阻害している違反屋外広告物の簡易除却などを定期的に

実施します。 

④ 市民との協働の

推進、公益活動の促

進、地域コミュニテ

商工業者、市民に直接の関係や影響のある施策、事業を展開する

場合は、企画段階からパブリックコメント等の市民参加の手法を導

入し、商工業者、市民が積極的に参加・参画できる機会の拡充を図
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◆ 事務事業 

 

◆ 取り組むべき課題 

・協働による事業の推進 

商工業者と各種関係機関や団体、行政との協働により、事業の推進を図る。 

・市民交流懇話会の開催 

異業種の交流を超え、市民（消費者）と農商工業者等による懇話会の開催を図る。 

 

（４）消防との連携                               

 

 

ィの醸成 ります。 

商工業施策においても必要に応じ、市民参加の推進、商工業者・

市民との協働の推進、公益活動の促進、地域コミュニティの醸成を

図ります。 

・交通安全推進事業 

   交通安全意識の定着と事故の抑止を図るため、交通安全市民大会や街頭啓発などを実 

施し、市全体が一体となった交通安全運動を展開する。 

・地域除雪懇談会推進事業 

地域除雪懇談会を開催し、除排雪に関する課題を整理するための除雪マップを作成する。 

・都市景観形成事業 

北海道景観条例に基づき、地域の個性を生かした魅力ある都市景観づくりを進めるため、届

出対象となる建築物などについての意見照会に対する回答、都市景観にかかる啓発及び屋外広

告物の指導、違反広告物の簡易除去を実施する。 

① 職場や地域におけ

る防火・防災活動の推

進 

従業員や施設利用者の安全を確保するために、各事業所におい 

て防火・防災に対応した避難訓練を実施することを進めていきま

す。また、地域の防災組織が実施する訓練などにも積極的な参加

を呼び掛けていきます。     

② 職場における防火

対策の推進 

（１）各事業所において、防火上の法令順守及び消火器及び屋内

消火栓などの消防用設備の維持管理の徹底を促進します。 

（２）各事業所の規模に応じて防火管理者を選任し、従業員の防

火意識の向上を図っていきます。 

③ ＡＥＤの設置や救

命講習への参加促進 

一定要件を満たす商工業者については、ＡＥＤステーションへ

の登録を依頼し、併せて救命講習会への参加を促進します。 
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◆ 事務事業 

・応急手当普及啓発活動事業 

   救急車が到着するまでの間、傷病者に迅速・的確な応急手当ができる市民を養成するため、

ＡＥＤの使用、心肺蘇生法を含めた救命講習会を開催し、救命率の向上を図る。また応急手当

の重要性とともに救急車の適正利用の周知を図る。 

 

（５）施策評価、推進体制の確保                           

 

① 行政が計画的に

関与する商工業振興

施策に関する公表 

商工業振興施策のうち、行政が計画的に関与する施策について

は、実施状況の公表を図ります。 

② 関連する商工業

施策の政策評価の導

入 

展開する商工業施策のうち、政策目標については、目標設定及

び定期的な判定評価を行い、適正な評価のもとで、政策、施策を

展開します。 

③ 健全な財政運営

と財源確保 

商工業施策を安定的かつ効果的に展開するため、健全な財政運

営と財源の確保に努めます。 

④ 行政や商工業者、

消費者の適切な役割

分担と商工会や民間

活力の活用 

簡素で効果的な商工業行政を展開し、効果的で質の高い行政サ

ービスの実現を図るため、行政の責任の明確化や商工業者、消費

者との適切な役割分担を行うとともに、商工会をはじめ、民間委

託の推進など、民間活力の活用を進めます。 

⑤ 事務事業の見直

しや組織の整備、資質

の向上 

多様化、複雑化する商工業行政の課題に適切に対応するため、

事務事業の見直し、効率的な行政組織の整備と適正な職員配置に

努めます。また、必要な職員研修を計画的に実施し、関係職員の

人材育成、資質の向上に努めます。 

⑥ 情報公開、広報広

聴の充実 

政策の立案変更に係る会議については会議録の公開など、商工

業者、市民との情報の共有を図ります。また、情報公開条例に基

づき、関連する公文書や会議は公開し、市民の知る権利を保障し

ます。 
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施策の体系 

-基本施策１-
体系的、一元的な

商工業振興策の展開

-基本施策２-

-基本施策３-

-基本施策４-

-基本施策５-

-基本施策６- 国･北海道･近隣自治体等
との連携協力

関連団体との連携協力 市民、消費者団体との
連携協力

-基本施策７-

地域社会
との交流や
連携の強化

(4) 商 工 業 者 同 士 の 連携 協力

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

環境対策への取り組み

保健・福祉との連携

まちづくりとの連携

消防との連携

施策評価、推進体制の確保

-基本目標３-
(1)

(2) 勤 労 者 福 祉 の 充 実

(2) 生 産 団 体 と の 連 携 協 力

(3)

商工業活動
を支える
基盤の充実

(2)

(1) 就 業 機 会 の 拡 大 と安 定化

-基本目標２-
(1) 商 工 会 と の 連 携 及び 支援

商工会・商店街振興会・
工業振興会の支援

地域商工業の振興と
　　　　　　商工業団体の育成

企 業 誘 致 の 推 進

創 造 的 な 事 業 活 動 の 支 援 (1) 新 産 業 の 創 出

(1) 企 業 誘 致 の 推 進

(2) イ ベ ン ト 等 の 充 実

2 観 光 の 強 化

(1) 観 光 の 振 興
活気ある
商工業の
展開

(3) 企 業 の 人 材 育 成

-基本目標１-

(1)

1 商工業等の経営基盤の 強化 (2) 商 工 業 経 営 の 安 定 支 援

勤 労 者 の 福 利 厚 生 の 増 進

国・北海道・近隣自治体・

市 民 生 活 と の 連 携 等

基本理念 基本目標 基本施策 個別施策

地
域
社
会
と
融
合
し
た
活
気
あ
る
商
工
業
の
振
興
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小規模事業指導推進事業
地域商店街活性化事業
企業人財づくり支援事業（再掲）

事務事業

・
・
・
・

商工業者、消費者の意向を反映した施策の展開
総合計画と連携した施策の展開と推進
商工業者等の自主的な努力の助長と地域社会への寄与
商工業施策の推進に関し意見を求めるための機関の設置

・
・
・
・

経済状況の変化に対応した融資や貸付枠の拡充など、商工会との連携
商工業者の受注機会の拡大推進

・
・
・

中小企業者等融資事業
住宅リフォーム支援事業
商工業者等助成金交付事業

・
・

人材の育成・確保のため資質、能力、技術を高めるセミナーや研修の実施
地域の活性化を図るための従業員の地元雇用

・
・
・

企業人財づくり支援事業
働きたい女性のための企業合同雇用促進事業
若年層新規雇用助成金交付事業

・
・
・
・

市民や企業、行政が連携した資源の発掘や整備、商品の開発
観光情報の効果的な発信
地域資源を活用した観光基盤の充実や周辺市町村、民間事業者との連携による観光事業の展開
地域資源を活用し、交流人口・定住人口の増加を目指した総合的な観光基盤の充実

・
・
・

都市型観光推進事業
サイクルツーリズム等観光拠点整備事業
シティセールス推進事業

・
・
・

イベントなどの誘致と交流人口の増加による商工業者の活性化
コンベンション機能を持つ施設の活用や情報発信
観光協会への事業、運営支援

・
・

観光振興事業
グリーンツーリズム推進事業

・
・
・
・

活力あるまちづくりに貢献する企業の誘致や進出に際しての支援拡充や強化
地理的優位性を活かした企業の誘致
企業の立地動向に対応した誘致活動
各種企業立地情報の提供など官民協働による企業誘致活動の促進

・ 企業誘致推進事業

・
・
・

創業支援の活用、先進事例の紹介や国、北海道の支援制度の紹介
商品開発、販路開拓のための異業種交流や情報提供
産学官と連携した地産地消や地域ブランドづくり

・
・
・
・
・

コミュニティビジネス創業支援事業
起業支援促進事業
空き店舗利用促進事業
六次産業化等支援事業
グリーンツーリズム推進事業（再掲）

・
・
・
・
・
・

創業支援や金融斡旋事業などの支援と商工会活動の充実
小規模事業指導推進事業や地域振興事業など、商工会の重点事業の支援
商工会との協働による地域商店街振興会活動への支援
消費者の目線に立った商工業の展開
技術力向上に向けた人材育成の充実
商工業者の資質の向上に向けた各種事業の実施

・
・
・

・
・
・
・
・

雇用の確保を促進するため、職業相談や求人情報を入手できる相談室の運営充実
高齢者等の就業機会の拡大を図るため、シルバー人材センター等との連携強化
女性の就業機会の拡大を図るための取り組み強化
安心して働くことのできる労働環境の確保
生活の安定と快適な労働環境を確保するため勤労者福祉共済制度の活用

・
・
・
・
・
・
・
・

地域職業相談室（ジョブガイド）運営事業
若年層新規雇用助成金交付事業（再掲）
シルバー人材センター活動支援事業
障がい者相談支援事業
働きたい女性のための企業合同雇用促進事業（再掲）
働きたい女性のための再就職支援事業
労働事情調査事業
中小企業勤労者福祉共済会事業

・
・
・
・

札幌広域圏組合連携事業
グリーンツーリズム推進事業（再掲）
北広島消費者教会活動支援事業
消費者行政推進事業（相談員設置）

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

国・北海道・(財)北海道中小企業総合支援センターなどからの相談・情報収集と提供機能の活用
商工会連合会との連携による的確な対応
近隣自治体との情報共有や広域的な企業連携による情報の共有と需要拡大
地域資源の流通、消費の拡大や雇用の確保のため、地元農協との連携
生産者と消費者が結びつくよう、地産地消に向けた新たな取組みの導入
消費者ニーズの把握や製品情報の公表など、商工業者等と消費者の連携の場の確保
食の安全安心など、消費生活に関する諸問題への適切な対応
類似する商工業活動の問題を解消するため、圏内の商工業者や自治体との交流と情報交換の推進
個人的な活動に対する支援

環境保全に向けた取り組みの推進
ごみの減量化、資源のリサイクル化の推進
緑化活動の推進
助け合いのある地域づくりのため商工業者と従業員、地域住民との交流の機会の確保の取組み
子どもたちの安全に配慮した商業形態づくりの推進
障がい者や高齢者にやさしく、地域をささえる商業形態づくりの推進
職場での健康・体力づくりの推進
商業者、勤労者に対する交通安全意識の向上
冬期間の安全な交通を確保するための地域住民との連携
商店街の景観の維持、保全のため、違反屋外広告物の簡易除去などへの取組みの導入
市民との協働推進、公益活動の促進、地域コミュニティの醸成
避難訓練や防火訓練など、職場や地域での防災活動の推進（ＡＥＤの設置・救命講習会への参加促進）

具体的施策

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

環境保全事業
ごみ減量化・資源化対策事業
緑化推進事業
健康づくり啓発事業
広域入所児童委託事業
認知症支え合い事業
介護支援ボランティア事業
交通安全推進事業
地域除雪懇談会推進事業
応急手当普及啓発活動事業
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４. 実現に向けて 

 

（１）商工業者、市民、市の役割                      

 

① 商工業者の役割 商工業は市民の消費生活に密着し、地域の経済に重要な役

割を果たしており、今後も継続的に発展していかなければな

りません。そのため、商工業者は市民及び市とともにこの役

割を認識し共有するとともに、自らの創意工夫によりその経

営の革新を行い、市民や地域社会から信頼されるよう努める

ことが大切です。 

② 関連団体、市民の

役割 

 商工会、商店街振興会、工業振興会等、市内に活動基盤を

持つ各種関連団体は個々の利害得失にとらわれず、商工業者

が連携、共同で活動する母体として相互に協力し、商工業全

体の繁栄、地域社会への貢献に努めることが大切です。 

③ 行政の役割  市は市民生活の重要な基盤である商工業の振興を図るた

め、商工業以外の産業、消費者、一般市民との利害を調整し

つつ、公平中立な立場から商工業全体の振興に努めます。 

 

（２）連携の場の確保                           

 

① 国、北海道、各種

専門機関との連携 

商工業活動は行政区域を越え広域的に展開されており、そ

の施策、情報が専門化・複雑化していることを踏まえ、国、

北海道、専門機関と関連する情報を共有し、効率的な対応に

努めます。 

② 商工業者と市民、

各種団体との連携 

 商工業は、個々の商行為として展開され、商工業者、消費

者の信頼関係によって成立するものであり、商工業者、市民、

各種団体との情報の共有と相互理解が行われるよう、適切な

機会の確保に努めます。 

③ ＮＰＯ等、新たな

連携主体の育成 

 商工業の課題の複雑化、消費者ニーズの多様化に伴い、行

政、商工会、消費者団体という既存の組織では対応できない

問題が増加しており、ＮＰＯ団体などの市民の積極的な関与

によるサービスが機能する分野も増えてきています。 

 そのため、これら新たな連携主体の育成と参加、活用によ

り、北広島の商工業の振興を推進していきます。 
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（３）財源の確保                            

 

商工業振興のための施策展開、体制の充実、必要な情報の提供については、活動を裏

付ける財政基盤の充実が不可欠です。 

昨今の地方自治体を取り巻く厳しい行財政を踏まえ、国、北海道の資金の活用や民間

活力の活用など、財源の確保に努めつつ施策の展開を図ります。 

 

 

（４）施策の着実な展開                         

 

商工業施策については、施策の実施状況や政策評価等を「北広島市商工業振興審議会」

において、必要な報告と審議を、各年度に行います。 
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○北広島市商工業振興基本条例 

平成20年9月30日 

条例第29号 

改正 令和2年10月1日条例第27号 

北広島市は、明治の初めに広島県人をはじめ多くの先人達によって開拓され、寒

地稲作発祥の地として本道の稲作普及に大きな功績を残すなど、農業を産業の中核

として発展しました。 

やがて、昭和39年の新産業都市建設促進法(昭和37年法律第117号)に基づく北海道

央新産業都市建設区域の指定による工場進出と昭和45年から開始された北海道営北

広島団地の造成を契機とする住宅団地の開発に伴い、人口増加と新たな商業店舗の

立地が進み、商工業が産業の中核を担うようになりました。 

しかし、近年、少子高齢化などの社会的変化や、老舗の転・廃業、新たな経営業

態の出現等による商店街の変遷などの商工業を取り巻く環境の変化に伴い、北広島

市の商工業の発展に大きな不安と懸念が広がっています。 

商工業は、市民の消費生活に密着し、地域の経済に重要な役割を果たしているこ

とから、今後も継続的に発展していかなければなりません。 

そのためには、商工業者、市民及び市がそのことを認識し、共有するとともに、

商工業者が、自らの創意工夫によりその経営の革新を行い、及び市民や地域社会か

ら信頼されるよう努力することが大切です。 

このことから、商工業者、市民及び市が果たす役割や関係を明らかにすることに

より、北広島市の商工業の振興を推進し、もって北広島市を豊かで住みよいまちに

するため、ここにこの条例を制定します。 

(目的) 

第1条 この条例は、本市の商工業の振興に関する基本的事項を定め、その振興に関

する施策を総合的に推進することにより、商工業者等の自主的な経営努力を助長

するとともに、その経営基盤の強化を図り、もって市民生活の向上、経済の活性

化及び環境と調和のとれたにぎわいと活力のある地域社会の実現に寄与すること

を目的とする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 商工業者 商工会法(昭和35年法律第89号)第2条に規定する商工業者であっ

て、市内に営業所、事務所、工場又は事業所(以下「事業所等」という。)を有

するものをいう。 

(2) 商工業者等 次に掲げるものをいう。 

ア 商工業者 

イ 中小企業団体の組織に関する法律(昭和32年法律第185号)第3条第1項各号

(第6号及び第7号を除く。)に掲げる団体であって、市内をその地区とするも

の 
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ウ 中小企業団体の組織に関する法律第3条第1項第6号又は第7号に掲げる団体

であって、市内に事業所等を有するもの 

エ 商店街振興組合又は商店街振興組合連合会であって、市内をその地区とす

るもの 

オ 商工業者を構成員とする団体であって、イからエまでに掲げるものに類す

るもの 

(3) 地域商店街振興会 市内各地域の商店街に事業所等を有する商工業者を会

員とする団体であって、その地域のにぎわいや活力を創出する事業、環境の改

善を行う事業その他その地域における活動を行うものをいう。 

(4) 大規模小売店舗 大規模小売店舗立地法(平成10年法律第91号)第2条第2項

に規定する大規模小売店舗をいう。 

(基本理念) 

第3条 商工業の振興は、商工業者等自らの創意工夫及び自主的な努力を尊重し、推

進されなければならない。 

2 商工業の振興は、商工業が市民の消費生活を支え、各地域の中心としてにぎわい

と交流の場となるよう、推進されなければならない。 

3 商工業の振興は、市民の就業機会の増大及び勤労者の福利厚生の増進に資するよ

う、推進されなければならない。 

4 商工業の振興は、その技術力、競争力及び生産力の向上を図ることを目的として

推進されなければならない。 

5 商工業の振興は、地域の環境に適切な配慮をして推進されなければならない。 

(市の責務) 

第4条 市は、前条の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、商工業の振

興に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施するものとする。 

2 前項に規定する施策は、次に掲げるものとする。 

(1) 商工業者等の経営基盤の強化に関すること。 

(2) 企業誘致に関すること。 

(3) 中小企業基本法(昭和38年法律第154号)第2条第3項に規定する創造的な事業

活動の支援に関すること。 

(4) 市内を地区とする商工会(以下「商工会」という。)及び地域商店街振興会の

支援に関すること。 

(5) 勤労者の福利厚生の増進に関すること。 

(6) 国、北海道、商工業者等を支援する機関その他関係団体との連携協力に関す

ること。 

(7) その他商工業の振興に関し必要があると認めること。 

(商工業者等への配慮) 

第5条 市は、工事の発注、物品及び役務の調達等を行うに当たっては、商工業者等

への配慮に努めるものとする。 

(商工業者等の努力) 

64



第6条 商工業者等は、基本理念にのっとり、消費生活の安定及び消費者の安全の確

保に配慮するよう努めるとともに、その経営基盤の強化、経営の革新、人材の育

成及びその従業員の福利厚生の増進に努めるものとする。 

2 商工業者等は、市及び商工会並びに地域商店街振興会と連携協力し、自然に配慮

した活動を行うよう努めるとともに、商工業者等が運営する店舗及びその店舗に

係る商店街が子ども、高齢者及び障害者に利用しやすいものとなるよう、その環

境の整備に努めるものとする。 

3 商工業者は、商工会及び地域商店街振興会に加入するよう努めるものとする。 

4 商工業者等は、商工会又は地域商店街振興会が事業を実施するときは、応分の負

担等をすることにより、これに協力するよう努めるものとする。 

(商工会の努力) 

第7条 商工会は、基本理念にのっとり、その会員の便益の増進に寄与するよう、そ

の運営に努めるものとする。 

2 商工会は、商工会法第11条に規定する事業を実施するときは、商工業者等に対し、

当該事業への参加を求めるよう努めるものとする。 

(地域商店街振興会の努力) 

第8条 地域商店街振興会は、基本理念にのっとり、当該地域商店街振興会に係る地

域の商店街の活性化を図るよう努めるものとする。 

2 地域商店街振興会は、その組織の体制の充実及び効率的な運営に努めるものとす

る。 

(大規模小売店舗の設置者等の努力) 

第9条 大規模小売店舗を設置している商工業者等及び当該大規模小売店舗におい

て事業活動を行う商工業者等は、当該大規模小売店舗の周辺の地域における文化

活動、スポーツ活動その他の市民活動に対する支援その他その地域に貢献する活

動に取り組むよう努めるものとする。 

(市民の理解と協力) 

第10条 市民は、商工業が市民生活の向上及び地域の経済に重要な役割を果たして

いることを理解するよう努めるとともに、その振興に協力するよう努めるものと

する。 

(北広島市商工業振興審議会) 

第11条 商工業の振興を推進するため、北広島市商工業振興審議会(以下「審議会」

という。)を設置する。 

2 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 商工業の振興に係る計画及び施策に関すること。 

(2) その他商工業の振興に関すること。 

3 審議会は、前項各号に掲げる事項に関し、市長に意見を述べることができる。 

(審議会の組織) 

第12条 審議会は、委員10人以内で組織する。 

2 審議会の委員(以下「委員」という。)は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す
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る。 

(1) 商工業者等又はこれに所属する者 

(2) 消費者団体(消費者基本法(昭和43年法律第78号)第8条に規定する活動を行

う団体をいう。)に所属する者 

(3) 学識経験を有する者 

(4) 公募に応募した者 

(5) その他商工業の振興を推進するため市長が必要と認める者 

3 委員の任期は、2年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

4 委員は、再任されることができる。 

(審議会の会長及び副会長) 

第13条 審議会に会長及び副会長1人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

(審議会の会議) 

第14条 審議会の会議は、会長が招集する。 

2 会長は、審議会の会議の議長となる。 

3 会長は、委員の過半数が出席しなければ、審議会の会議を開くことができない。 

4 審議会の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

(審議会の会議の特例) 

第15条 会長は、緊急の必要があり会議を招集するいとまがないときその他やむを

得ない理由があるときは、議事の概要を記載した書面を回付して委員の賛否を問

い、審議会の会議に代えることができる。 

2 前条第2項から第4項までの規定は、前項の場合について準用する。この場合にお

いて、同条第3項及び第4項中「出席」とあるのは、「署名」と読み替えるものと

する。 

(令2条例27・追加) 

(審議会の運営事項) 

第16条 第11条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項

は、会長が審議会に諮って定める。 

(令2条例27・旧第15条繰下) 

(委任) 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

(令2条例27・旧第16条繰下) 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成20年11月1日から施行する。 
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(北広島市商工振興審議会条例等の廃止) 

2 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 北広島市商工振興審議会条例(昭和50年広島町条例第12号) 

(2) 北広島市中小企業振興条例(平成8年広島町条例第6号) 

(北広島市中小企業振興条例の廃止に係る経過措置) 

3 この条例の施行の際現に前項の規定による廃止前の北広島市中小企業振興条例

第8条の規定に基づき特別融資を受けている者については、同条の規定は、なおそ

の効力を有する。ただし、当該者が新たな特別融資を受けることはできないもの

とする。 

附 則(令和2年条例第27号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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